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１． 概要 
女川原子力発電所は、１号機および３号機が定格熱出力一定運転中、また、

２号機が原子炉起動中のところ、３月１１日１４時４６分に発生した東北地方

太平洋沖地震（以下、「３．１１地震」という。）により全号機において原子炉

が自動停止した。観測された地震加速度は５６７．５ガル（保安確認用地震計：

１号機原子炉建屋地下２階）であり、全号機とも、原子炉保護系が設計どおり

作動したことにより自動停止したものである。 
   女川原子力発電所に外部電源を供給する５回線のうち、１回線が健全であっ

たことおよび原子炉を安全に停止・冷却するために必要な機能は確保されてい

たことから、全号機とも原子炉自動停止後の炉心冷却は問題なく行われ、速や

かに冷温停止となった。 
   また、地震の揺れによる影響で、全号機とも使用済み燃料プール冷却系（以

下、「ＦＰＣ」という。）が自動停止したが、設備に異常がないことを確認した

うえで再起動しており、使用済み燃料プール温度に有意な上昇は認められなか

った。 
  1 号機では、常用系の高圧電源盤（以下、「メタクラ」という。）で短絡・地

絡による火災が発生するとともに、起動用変圧器が停止した。このため、所内

電源が瞬間的になくなったが、非常用ディーゼル発電機（以下、「ＤＧ」とい

う。）が正常に動作し、起動用変圧器復旧までの間、非常用電源は確保されてい

た。 
  また、２号機では、地震に伴う津波の影響により、海水ポンプ室の取水路側

から流入した海水が地下トレンチを通じて原子炉建屋内の一部に浸水し、原子

炉補機冷却水系（以下、「ＲＣＷ」という。）（Ｂ）系および高圧炉心スプレイ補

機冷却水系（以下、「ＨＰＣＷ」という。）の２系統が機能喪失となったが、Ｒ

ＣＷ（Ａ）系が健全であったことから、原子炉の冷却機能に影響はなかった。 
  その他、今回の地震・津波の影響などによる重油貯蔵タンクの倒壊事象、１

号機ＤＧ（Ａ）機能喪失事象を含め、女川１号機～３号機の主要設備で現在ま

でに５９件の設備被害が確認されている。 
なお、今回の地震・津波による外部への放射能の影響はなかった。 

 
２． 地震および津波データ 
   発 生 日 時：平成２３年３月１１日 １４時４６分 
   震     源：三陸沖（震源深さ ２４ｋｍ） 
   マグニチュード：９．０（発電所内観測震度 ６弱） 
   最 大 加 速 度：５６７．５ガル（水平方向） 
   発電所との距離：震央距離 １２３ｋｍ、震源距離 １２５ｋｍ 
   観測された最大津波：O.P.＋約１３ｍ※（敷地高さ O.P.＋約１３．８ｍ※） 
   最大津波到達時刻：平成２３年３月１１日 １５時２９分 
 

※：３．１１地震発生後に公表された国土地理院による女川原子力発電所周辺

の地殻変動（－約１ｍ：速報値）を考慮した値 
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３． 原子力発電所の状況 
   ３．１１地震により、女川原子力発電所１～３号機は全て自動停止となっ

た。地震および津波の影響により、一部の設備で被害が認められたものの、外

部電源または非常用電源は確保され、冷却設備の多重性、冗長性も有効に機能

したことから、原子炉および使用済燃料プールの冷却機能に影響はなく、全号

機とも速やかに冷温停止となった。 
（添付資料－１） 

 
（１）地震発生前後のプラント運転状況 

ａ．地震発生前 
    女川１号機（定格電気出力５２４ＭＷ）：定格熱出力一定運転中 
    女川２号機（定格電気出力８２５ＭＷ）：原子炉起動中 
    女川３号機（定格電気出力８２５ＭＷ）：定格熱出力一定運転中 
  ｂ．地震発生後 
    女川１号機：自動停止（地震加速度大による） 
    女川２号機：自動停止（地震加速度大による） 
    女川３号機：自動停止（地震加速度大による） 

（添付資料－２） 
 
（２）地震発生後のプラント状況 

ａ．外部電源系 
    女川原子力発電所には、外部電源として５回線（牡鹿幹線１、２号線（２

７５ｋＶ系）、松島幹線１、２号線（２７５ｋＶ系）、塚浜支線（６６ｋＶ

系））が接続されている。３．１１地震直後は、当社管内の送電線事故に伴

う系統保護回路の動作により、松島幹線２号１回線のみとなったが、３月

１２日２０時１２分に牡鹿幹線１号、同日２０時１５分に牡鹿幹線２号、

３月１７日１０時４７分に松島幹線１号、３月２６日１５時４１分に塚浜

支線がそれぞれ復旧している。 
    なお、牡鹿幹線１号は、復旧後に避雷器に不具合が確認されたことから、

３月１８日１９時３２分より点検のため停止し、非常予備とした。 
（添付資料－３） 

 
ｂ．１号機 
（ａ）止める 

定格熱出力一定運転中のところ、３月１１日１４時４６分に発生した

３．１１地震により、地震加速度大信号（「ＯＰ１５．００ｍ鉛直方向感

震器動作トリップ」：設定値１００ガル）が発生し、直ちに全制御棒が全

挿入となり、原子炉は設計どおり自動停止となったことから、原子炉の

停止機能に問題はなかった。 
（添付資料－４） 
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（ｂ）冷やす 
３．１１地震時に発生した常用系メタクラ６－１Ａ内での短絡・地絡

により、起動用変圧器が停止し、常用系の所内電源が一時的になくなっ

たため、給復水系のポンプが全台停止となったが、速やかに原子炉隔離

時冷却系（以下、「ＲＣＩＣ」という。）を起動し、原子炉への給水を行

った。 
また、起動用変圧器の停止により常用系の所内電源が一時的になくな

ったことから、原子炉の圧力制御は、復水器ではなく、主蒸気隔離弁（以

下、「ＭＳＩＶ」という。）を全閉とし、主蒸気逃がし安全弁（以下、「Ｓ

ＲＶ」という。）により行った。 
ＳＲＶによる原子炉減圧後は、ＲＣＩＣを停止し、制御棒駆動水圧系

（以下、「ＣＲＤ」という。）による原子炉への給水を行った。 
原子炉の冷却は、残留熱除去系（以下、「ＲＨＲ」という。）により問

題なく行われ、３月１２日０時５８分、冷温停止となった。 
また、地震により３月１１日１４時４７分、ＦＰＣが停止したが、設

備に異常のないことを確認し、同日１９時３０分頃に再起動した。停止

期間中、使用済燃料プールの温度に有意な上昇は認められなかった。

ＦＰＣが停止した原因は、地震の揺れに伴う「スキマサージタンクレベ

ル低低」用レベルスイッチの動作、若しくは地震の揺れに伴う使用済燃

料プール水位の一時的な低下によりＦＰＣポンプの吸込み圧力が低下し

たことによるものと考えられる。 
     以上のことから、原子炉および使用済燃料プールの冷却機能に問題は

なかった。 
（添付資料－５、６、７） 

  （ｃ）閉じ込める 
     原子炉水位低（Ｌ－３）信号に伴う原子炉格納容器隔離系は正常に動

作しており、スタック放射線モニタ、放射性廃棄物放出水モニタ、モニ

タリングポストの値に異常な変化はなく、外部への放射能の影響はない

ことから、放射性物質の閉じ込め機能に問題はなかった。 
（添付資料－８） 

  （ｄ）所内電源 
     松島幹線２号線からの外部電源を起動用変圧器を介して所内に受電

していたが、３月１１日１４時５５分、起動用変圧器が停止したため、

所内電源がなくなり、設計どおりＤＧ（Ａ）および（Ｂ）による非常用

母線への受電が行われた。 
     起動用変圧器停止の原因は、常用メタクラ６－１Ａの内部で地絡・短

絡が発生（その後、火災に至る）し、起動用変圧器の過電流継電器が動

作したためである。 
その後、外観目視および絶縁抵抗測定結果より起動用変圧器に異常の

ないことを確認のうえ、３月１２日２時０５分に起動用変圧器を復旧し

た。 
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     起動用変圧器の復旧後、常用メタクラ６－１Ａ以外の常用母線につい

て順次復電した。 
     なお、ＤＧは全て健全であり、起動用変圧器の復旧までにおける原子

炉および使用済燃料プールの冷却に必要な非常用電源は確保されていた。 
（添付資料－９） 

 
ｃ．２号機 
（ａ）止める 

第１１回定期検査に伴い、３月１１日１４時００分より原子炉起動中

のところ、同日１４時４６分に発生した３．１１地震により、地震加速

度大信号（「Ｒ／Ｂ下部水平方向地震加速度大トリップ」：設定値２００

ガル）が発生し、直ちに全制御棒が全挿入となり、原子炉が設計どおり

自動停止となったことから、原子炉の停止機能に問題はなかった。 
（添付資料－１０） 

（ｂ）冷やす 
第１１回定期検査に伴い、原子炉起動を開始したところであり、地震

発生直前の状態は原子炉未臨界かつ炉水温度１００度未満であったこ

とから、３月１１日１４時４９分、原子炉モードスイッチ「停止」操作

により冷温停止となった。 
また、地震により３月１１日１４時４７分、ＦＰＣが停止したが、設

備に異常のないことを確認し、同日２０時２９分に再起動した。停止期

間中、使用済燃料プールの温度に有意な上昇は認められなかった。 
ＦＰＣが停止した原因は、地震の揺れに伴う「スキマサージタンクレ

ベル低低」用レベルスイッチの動作、若しくは地震の揺れに伴う使用済

燃料プール水位の一時的な低下によりＦＰＣの吸込み圧力が低下したこ

とによるものと考えられる。 
地震に伴う津波の影響により、海水ポンプ室の取水路側から流入した

海水が地下トレンチを通じて原子炉建屋内の一部に浸水し、ＲＣＷ（Ｂ）

系およびＨＰＣＷの２系統が機能喪失となったが、ＲＣＷ（Ａ）系が健

全であったことから、ＲＨＲによる原子炉の冷却機能およびＦＰＣによ

る使用済燃料プールの冷却機能に影響はなかった。 
     以上のことから、原子炉および使用済燃料プールの冷却機能に問題は

なかった。 
（添付資料－１１、１２、１３） 

  （ｃ）閉じ込める 
     スタック放射線モニタ、放射性廃棄物放出水モニタ、モニタリングポ

ストの値に異常な変化はなく、外部への放射能の影響はないことから、

放射性物質の閉じ込め機能に問題はなかった。 
（添付資料－１４） 

  （ｄ）所内電源 
     松島幹線２号線からの外部電源を起動用変圧器を介して所内に受電し
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ており、所内電源は常に確保されていた。 
地震による揺れの影響で発電機界磁喪失信号が発信したことにより、

ＤＧ（Ａ）、（Ｂ）および高圧炉心スプレイ系ＤＧ（以下、「ＤＧ（Ｈ）」

という。）が自動起動し、無負荷運転で待機中となった。その後、海水ポ

ンプ室の取水路側から流入した海水が地下トレンチを通じて原子炉建屋

内の一部に浸水し、ＲＣＷ（Ｂ）系およびＨＰＣＷの２系統が機能喪失

となったことにより、ＤＧ（Ｂ）ならびにＤＧ（Ｈ）が自動停止となっ

たが、ＤＧ（Ａ）は健全であり、仮に外部電源が喪失した場合でも、原

子炉および使用済燃料プールの冷却に必要な非常用電源は確保されてい

た。 
（添付資料－９） 

 
ｄ．３号機 
（ａ）止める 

定格熱出力一定運転中のところ、３月１１日１４時４６分に発生した

３．１１地震により、地震加速度大信号（「Ｒ／Ｂ下部鉛直方向地震加速

度大トリップ」：設定値１００ガル）が発生し、直ちに全制御棒が全挿入

となり、原子炉は設計どおり自動停止となったことから、原子炉の停止

機能に問題はなかった。 
（添付資料－１５） 

   （ｂ）冷やす 
津波の影響により、海水ポンプ室水位極低信号が発信され、循環水ポ

ンプが停止するとともに、熱交換器建屋の海水ポンプエリアに流入した

海水の浸水でタービン補機冷却海水系（以下、「ＴＳＷ」という。）ポン

プが停止した。このため、冷却水の供給がなくなった原子炉給水ポンプ

を全台手動停止し、ＲＣＩＣを起動して原子炉への給水を行うとともに、

復水器による主蒸気の凝縮ができなくなったことから、ＭＳＩＶを全閉

とし、ＳＲＶにより原子炉の圧力制御を行った。 
      原子炉減圧に伴うＲＣＩＣ停止以降は、ＣＲＤにより原子炉へ給水を

行っていたが、ＲＨＲによる原子炉の冷却準備に伴い、一時的に復水補

給水系（以下、「ＭＵＷＣ」という。）による給水も行った。これは、給

水手段として、サプレッションプール水を水源としたＥＣＣＳ、および

復水貯蔵槽を水源としたＭＵＷＣ等があったが、プラント停止に伴う崩

壊熱の減少、および原子炉の水質維持を考慮して、復水貯蔵槽を水源と

したＭＵＷＣにより原子炉への給水を行ったものである。 
原子炉の冷却は、ＲＨＲにより問題なく行われ、３月１２日１時１７

分、冷温停止となった。 
また、地震により３月１１日１４時４７分、ＦＰＣが停止したが、設

備に異常のないことを確認し、同日１５時２３分に再起動した。停止期

間中、使用済燃料プールの温度に有意な上昇は認められなかった。 
ＦＰＣが停止した原因は、地震の揺れに伴う「スキマサージタンクレ
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ベル低低」用レベルスイッチの動作、若しくは地震の揺れに伴う使用済

燃料プール水位の一時的な低下によりＦＰＣポンプの吸込み圧力が低下

したことによるものと考えられる。 
     以上のことから、原子炉および使用済燃料プールの冷却機能に問題は

なかった。 
（添付資料－１６、１７、１８、１９） 

  （ｃ）閉じ込める 
     原子炉水位低（Ｌ－３）信号に伴う原子炉格納容器隔離系は正常に動

作しており、スタック放射線モニタ、放射性廃棄物放出水モニタ、モニ

タリングポストの値に異常な変化はなく、外部への放射能の影響はない

ことから、放射性物質の閉じ込め機能に問題はなかった。 
（添付資料－２０） 

  （ｄ）所内電源 
     松島幹線２号線からの外部電源を起動用変圧器を介して所内に受電し

ており、所内電源は常に確保されていた。 
また、ＤＧは全て健全であり、仮に外部電源が喪失した場合でも、原

子炉および使用済燃料プールの冷却に必要な非常用電源は確保されてい

た。 
（添付資料－９） 

 
４． 地震および津波による被害状況 
   ３．１１地震とそれに伴う津波の影響等によるものと思われる法令に基づく

報告事象および主な設備被害等はこれまで以下のとおり確認しているが、今後、

設備の開放点検の詳細調査等により、更なる被害が明らかになる可能性がある。 
これらの被害について、早期復旧に努めると共に、不適合処置を適切に行う

ことで、今回得られた知見を今後の設計、保守、運転管理に活かすこととする。 
 （１）法令に基づく報告事象 

 ａ．1 号機重油貯蔵タンク倒壊 
 （ａ）概要 

３．１１地震に伴い、３月１１日１５時２１分頃に発生した津波の影

響により、屋外（O.P.＋２．５ｍ※）に設置していた補助ボイラー用の重

油貯蔵タンクが倒壊し、女川 1 号機取水口（海洋）側に重油が流出して

いることを地震後のパトロールにより同日１６時０５分頃に確認した。

このため、吸着マットにより重油を吸着回収するとともに、オイルフェ

ンスにより湾外への重油拡散防止措置を実施した。 
倒壊した重油貯蔵タンクの内部を確認し、重油残量が数ｋℓ程度であっ

たことから、地震発生前に貯蔵していた約６００ｋℓの重油が流出したと

推定される。 
本事象は、電気関係報告規則第３条第１項第４号に基づく報告事象で

ある。 
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（ｂ）推定原因 
重油貯蔵タンクは O.P.＋２．５ｍ※に設置されており、３．１１地震

に伴う津波（O.P.＋約１３ｍ※）により、重油貯蔵タンクが倒壊したも

のと推定される。 
 

 （ｃ）対策 
津波を考慮した高台への重油貯蔵タンクの設置等の再発防止対策に

ついて、今後、検討していく。 

なお、倒壊した重油貯蔵タンクについては撤去する。 
 （別紙－１） 

 
   ※：３．１１地震発生後に公表された国土地理院による女川原子力発電

所周辺の地殻変動（－約１ｍ：速報値）を考慮した値 
   

ｂ．１号機ＤＧ（Ａ）機能喪失 
 （ａ）概要 

４月１日、ＤＧ（Ａ）の定期試験（手動起動試験）を実施したところ、

同期検定器が動作せず、しゃ断器を手動で投入することができない事象が

発生した。このため、原子炉停止時冷却モード（以下、「ＳＨＣ」という。）

で運転中であったＲＨＲ（Ａ）系の非常用電源が確保できていない可能

性があるとして、同日１０時４０分、保安規定第６２条に定める運転上

の制限（以下、「ＬＣＯ」という。）を満足しないと判断した。 
同期検定器の動作不良は、回路の一部に不具合があるためと考え、Ｄ

Ｇ（Ａ）手動起動試験を再度実施するため、同期検定器回路の切り離し

作業を行っていたところ、ＤＧ（Ａ）が起動していない状態でＤＧ（Ａ）

しゃ断器が自動投入される事象が発生したことから、４月５日よりＤＧ

（Ａ）の点検を開始した。 
点検の結果、ＤＧ（Ａ）の界磁巻線を過渡的な高電圧から保護するた

めのバリスタ（保護素子）が損傷しており、更に界磁回路の整流器の一

部素子（ダイオード）が短絡していることを確認した。 
本事象は、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１９条の１

７第１項第３号に基づく報告事象である。 
 なお、保安規定第６２条に定めるＬＣＯについては、ＤＧ（Ｂ）につ

いて手動起動試験による健全性確認を行ったうえで、ＳＨＣの運転をＲ

ＨＲポンプ（Ａ）からＲＨＲポンプ（Ｂ）に切換えたことにより要求を

満足したことから、２１時１８分に保安規定第６２条のＬＣＯ復帰を宣言

している。 
 
 （ｂ）推定原因 

     ⅰ．同期検定器の動作不良の原因 
同期検定器の動作不良に至ったメカニズムは以下のとおりと推定さ
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れる。 
（ⅰ）３．１１地震時にメタクラ６－１Ａで発生した火災の影響により、

メタクラ６－１Ａに設置している同期検出継電器と接続しているケ

ーブルが地絡した。 
（ⅱ）同期検定器のスイッチを「入」操作した際に、同期検定回路に地絡

電流が流れ、回路のヒューズが切れたため、同期検定器の動作不良に

至ったものと推定される。 
 

ⅱ．しゃ断器が自動投入した原因 
しゃ断器の自動投入に至ったメカニズムは以下のとおりと推定され

る。 
（ⅰ）ＤＧ（Ａ）しゃ断器の投入条件に使用している同期検出継電器の出

力接点回路ケーブルの切離し作業を実施した。 
（ⅱ）ケーブルの切離し作業中に、メタクラ６－１Ａ制御回路の直流電圧

が火災により溶損したケーブルから印加し、しゃ断器投入コイルが励

磁したため、ＤＧ（Ａ）が起動していない状態でしゃ断器が自動投入

したものと推定される。 
 

ⅲ．バリスタおよび整流器損傷の原因 
バリスタおよび整流器が損傷に至ったメカニズムは以下のとおりと

推定される。 
（ⅰ）ＤＧ（Ａ）しゃ断器が自動投入したことにより、メタクラ６－１Ｃ

母線からＤＧ（Ａ）固定子巻線に電圧が印加され過電流が流れ界磁巻

線に過電圧が誘起された。 
（ⅱ）界磁過電圧がバリスタ放電開始電圧を超過したことにより、バリス

タが損傷し界磁巻線とバリスタ間のループで電流が流れ、バリスタ接

続電線間の電磁反発力により電線が断線した。 
（ⅲ）また、界磁過電圧が整流器に連続で印加され、整流器の極間過電圧

により一部のダイオードの短絡が発生した。 
 
 （ｃ）対策 

ⅰ．火災の発生したメタクラ６－1Ａについて、横置き型で耐震性の高

い構造となっている真空しゃ断器（以下、「ＶＣＢ」という。）を使用

している盤へ設備更新することにより、火災発生の抑制を図る。 

ⅱ．同期検出継電器の出力回路は、従来より、リレーを介して常用系と

分離する設計となっているため、火災等によるケーブルの溶損・混触

を防止することで再発を防ぐことは可能と考える。 
しかしながら、ＤＧの信頼性をより向上する観点から、同期検出継

電器の出力回路を常時分離し、ＤＧ手動起動試験等の必要な時のみ接

続できるようにするスイッチ等を設置し、回路の改善を実施する。 

なお、異常が確認されたバリスタおよび整流器については、４月２
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８日に交換を行っており、また、ＤＧ（Ａ）および同期検定回路で地

絡が確認された回路について隔離を行った。 
（別紙－２） 

 
ｃ．２号機ＲＣＷ（Ｂ）系、ＲＳＷ（Ｂ）系およびＨＰＣＷの機能喪失 

 （ａ）概要 
３．１１地震による揺れの影響で発電機界磁喪失信号が発信したこと

により、ＤＧ（Ａ）、（Ｂ）および（Ｈ）が自動起動し、無負荷運転とな

った。その後、３月１１日１５時３４分にＲＣＷポンプ（Ｂ）が自動停

止し、バックアップで起動したＲＣＷポンプ（Ｄ）も即自動停止したこ

とから、ＤＧ（Ｂ）は冷却水の供給がなくなり、同日１５時３５分に自

動停止した。また、同日１５時４１分にＨＰＣＷポンプが自動停止した

ことから、ＤＧ（Ｈ）は冷却水の供給がなくなり、同日１５時４２分に自

動停止した。 
現場確認の結果、原子炉建屋地下３階の非管理区域にあるＲＣＷ熱交

換機（Ｂ）室、ＨＰＣＷ熱交換器室およびエレベータエリアにアクセス

する階段室に海水が流入（深さ約２．５ｍ）しており、ＲＣＷポンプ（Ｂ）、

（Ｄ）およびＨＰＣＷポンプが浸水していること、ＲＣＷ熱交換器（Ａ）

室にも海水が流入（深さ約０．５ｍ）していることを確認したことから、

同日２０時２５分、仮設ポンプにより浸水エリアの海水を屋外へ排水す

る作業を開始し、３月１６日１０時３０分に排水を完了した。 
また、地震後のパトロールの結果、屋外にある海水ポンプ室の原子炉

補機冷却海水系（以下、「ＲＳＷ」という。）ポンプ（Ｂ）エリアが浸水

しており、同エリアに設置しているＲＳＷポンプ（Ｂ）および（Ｄ）も

浸水している可能性があることを確認した。 
海水が浸水もしくは浸水の可能性があるＲＣＷポンプ（Ｂ）、（Ｄ）、Ｒ

ＳＷポンプ（Ｂ）、（Ｄ）、ＨＰＣＷポンプの各モータおよび浸水した電動

弁駆動部を工場で点検した結果、一部絶縁抵抗測定値が判定値を満足し

ていたものの、いずれも分解点検で錆等が確認されたことから、当該ポ

ンプは原子炉施設の安全を確保するために必要な機能を満足していない

と判断した。 
本事象は、実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１９条の 

１７第１項第３号に基づく報告事象である。 
 
 （ｂ）推定原因 

津波の引き波対策として海水ポンプ室内のＲＳＷポンプ（Ｂ）エリア

に循環水ポンプ自動停止用の水位計（以下、「当該水位計」という。）を

追設（平成１４年）した際、津波の押し波による影響に対して、設置場

所の選定にあたっての考慮および止水処置が不十分であった。 

このため、３．１１地震に伴う津波による海水が取水路側から当該水

位計設置箱を経由して海水ポンプ室内に流入し、ＲＳＷポンプ（Ｂ）エ
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リアが浸水するとともに、地下トレンチを通じて原子炉建屋内の一部に

まで流入した結果、ＲＣＷ（Ｂ）系、ＲＳＷ（Ｂ）系およびＨＰＣＷが

機能喪失に至ったものと推定した。 
なお、当該水位計は１号機および３号機にも設置されているが、設置

エリアが異なる（除塵装置室）ため、ＲＣＷ系等への被害はなかった。

また、除塵装置室にも海水が流入した痕跡はあったが、当該水位計収納

箱の蓋は外れていなかったことから、同エリアでは当該水位計の手前に

ある除塵装置の開口部から海水が流入したものと推定した。 
 

 （ｃ）対策 
     ⅰ．当該水位計を取外し、開口部に止水処理を行った。 

なお、当該水位計については、海水による浸水防止を考慮したエリ

アへ移設設置する。 
ⅱ．海水ポンプ室からトレンチへの配管貫通部およびケーブルトレイ貫

通部について、補修を実施した。 
ⅲ．中長期的な対策として、平成２３年３月３０日付の経済産業大臣指

示文書「平成２３年福島第一・第二原子力発電所事故を踏まえた他の

発電所の緊急安全対策について（指示）」を受けて取りまとめた女川原

子力発電所における緊急安全対策のうち、津波による浸水防止対策で

ある建屋扉の水密性向上や防潮堤、防潮壁の設置を実施していく。 
 

なお、浸水したポンプモータおよび電動弁駆動部については、分解点

検結果を踏まえ、補修（洗浄および手入れ等）を行った。 
    （別紙－３） 

 
（２）主な設備被害 

ａ．１号機常用メタクラの火災 
  （ａ）概要 

３．１１地震発生直後の３月１１日１４時５７分、中央制御室で火

災報知器が発報したため、運転員が現場確認に向かったところ、同日

１５時３０分、タービン建屋地下階からの発煙を確認した。 
消防署へ１１９番通報を行うとともに、自衛消防隊消火班が消火活

動に向かったが、発煙による視界不良により発煙箇所の特定ができな

かったことから、同日１７時１５分より、主油タンク室等への二酸化

炭素消火設備による消火を開始した。 
その後、現場確認を行ったところ、タービン建屋地下１階にある常

用メタクラ６－１Ａのユニット No.７および No.８（以下、「当該ユニ

ット」という。）が焼損し、当該ユニット内部が過熱していたことから、

粉末消火器による消火活動を行った。 
３．１１地震および津波の影響により、発電所の周辺道路は一部損

壊しており、消防署による鎮火確認が行えなかったことから、当社協
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力企業の消防署勤務経験者が２２時５５分に消火を確認した。その後、

周辺道路の応急復旧が完了したため、３月２２日に消防署による現場確

認が行われ、本事象は火災であるとの見解が示された。 
なお、同日１４時５５分、本事象の影響により外部電源を受電して

いた起動用変圧器が過電流継電器の動作により停止しているが、ＤＧ

が正常に動作し、所内非常用設備への電源供給を行った。 
その後、外観目視および絶縁抵抗測定結果により起動用変圧器に異

常のないことを確認のうえ、３月１２日２時０５分に起動用変圧器を

復旧し、常用メタクラ６－１Ａ以外の常用母線について順次復電した。 
 

  （ｂ）推定原因 
当該盤内で接続位置にて吊り上げられていたマグネブラストしゃ断

器（以下、「ＭＢＢ」という。）が、地震による振動で大きく揺れたこ

とにより、当該ユニットにおいて、盤側およびＭＢＢ側断路部が破損

し、接続導体と周囲の構造物が接触して短絡・地絡が発生し、これに

伴い発生したアーク放電の熱により盤内ケーブルの絶縁被覆が溶け、

発煙したものと推定される。 
 
  （ｃ）対策 

ＭＢＢを使用している当該盤について、横置き型で耐震性の高い構

造となっているＶＣＢを使用している盤への設備更新を実施する。 
ＶＣＢは、断路位置から接続位置にする際は盤内に押し込み、固定

する機構があることから、 耐震性の高い構造となっている。 
（別紙－４） 

 
  ｂ．主要設備等における被害状況 

法令に基づく報告対象の３件に加え、安全上重要な機器や安全協定の

関連設備などの主要設備について、地震後のパトロール等により、これ

まで５６件の設備被害（１号機常用メタクラ火災を含む）が確認されて

いる。 
また、上記以外に､使用済燃料プールへの異物落下や放射性雑固体廃棄

物のドラム缶転倒などといった、原子炉の安全性に影響を及ぼさない主

要設備以外での軽微な被害が、これまで５６５件確認されている。 
これらの被害、および継続している被害調査により今後明らかになる

被害については、適切に不適合管理を実施していく。 
（添付資料－２１） 

 
（３）水漏れ事象 

ａ．１号機 
３．１１地震の揺れで、使用済燃料プール水がオペレーションフロア

内に漏えい（０．２３ℓ）するなど、原子炉建屋およびタービン建屋で合
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計１１箇所の水漏れが確認された。 
    漏えいした水の放射能量は、最大でも６．２×１０２Bｑであり、法令

報告基準を超えるものはなかった。なお、漏えいした水は拭き取りを行

った。 
   （添付資料－２２） 

 
  ｂ．２号機 

３．１１地震の揺れで、使用済燃料プール水がオペレーションフロア

内に漏えい（０．２２ℓ）するなど、原子炉建屋およびタービン建屋で合

計５箇所の水漏れが確認された。 
    漏えいした水の放射能量は、最大でも２．１×１０２Bｑであり、法令

報告基準を超えるものはなかった。なお、漏えいした水は拭き取りを行

った。 
（添付資料－２２） 

 
ｃ．３号機 

３．１１地震の揺れで、使用済燃料プール水がオペレーションフロア内

に漏えい（３．１４ℓ）するなど、原子炉建屋、サービス建屋および熱交

換器建屋で合計５箇所の水漏れが確認された。 
    漏えいした水の放射能量は、最大でも２．７×１０３Bｑであり、法令

報告基準を超えるものはなかった。なお、漏えいした水は拭き取りを行

った。 
（添付資料－２２） 

 
ｄ．共用設備 

    ３．１１地震の揺れで、サイトバンカ貯蔵プール水がオペレーション

フロア内に漏えい（３．１ℓ）するなど、サイトバンカ建屋内で２箇所の

水漏れが確認された。 
    漏えいした水の放射能量は、最大でも５．１×１０３Bｑであり、法令

報告基準を超えるものはなかった。なお、漏えいした水は拭き取りを行

った。 
（添付資料－２２） 

 
５． 福島第一原子力発電所事故の影響 

女川原子力発電所の敷地境界の放射線量を測定しているモニタリングポスト

（以下、「ＭＰ」という。）の値が、３月１２日２３時頃より上昇し始め、３月

１３日１時５０分、最大２１μSv/h（ＭＰ２）となったことから、同日１２時

５０分に原子力災害対策特別措置法第１０条に基づく通報を行った。ＭＰの値

はその後低下し続け、３月１５日２３時２０分に通報基準値である５μSv/h を

下回った。ＭＰの値は５月２９日現在、０．２２μSv/h となっている。 

 



 

13 

ＭＰの値が上昇した原因は、以下の理由から、女川原子力発電所起因ではな

く、福島第一原子力発電所事故により大気中に放出された放射性物質の影響に

よるものと推定している。 
 

（１）女川原子力発電所は、１号機が３月１２日０時５８分、２号機が３月１１

日１４時４９分、３号機が３月１２日１時１７分にそれぞれ冷温停止となり、

ＭＰが上昇し始めた当時は特にプラント操作も行っておらず、スタック放射

線モニタの値および各パラメータは安定しており、外部への放射能の影響は

なかった。 
 
（２）５μSv/h は、スタック放射線モニタの指示値に換算すると１６５０ｃｐｓに

相当する。これに対し、女川原子力発電所１～３号機のスタック放射線モニ

タの指示値は４４～４７ｃｐｓと十分低い値であった。 
 
（３）女川原子力発電所起因の場合は、最初にスタック放射線モニタの値が上昇

した後にＭＰの指示値が上昇することになるが、今回は、最初にＭＰの指示

値が上昇し始め、その後、空調機で建屋内に外気を取り込んだ影響により、

３月１３日０時頃よりスタック放射線モニタの値が上昇し始めている。 
 
（４）３月１２日は、福島第一原子力発電所第１号機において格納容器ベントが

実施されるとともに、水素爆発によるものと思われる原子炉建屋の損傷が確

認されている。 
（添付資料－８、１４、２０、２３） 

 
６． 地震および津波に関する評価 

３．１１地震時に取得された地震観測記録の分析結果および津波の調査結果

について、４月７日に原子力安全・保安院へ報告している。 
 
 （１）地震観測記録の分析結果 
    ３．１１地震により女川１～３号機の原子炉建屋各階で観測された最大加

速度値は、耐震設計審査指針の改訂（平成１８年９月）を踏まえ策定した基

準地震動Ｓｓに対する最大応答加速度値を一部上回る階があるものの、ほぼ

同等であった。 
    また、敷地地盤の地震観測記録の応答スペクトルは、基準地震動Ｓｓの応

答スペクトルを一部上回る（地震計より上部の地盤の影響を含む）ものの、

ほぼ同等であった。 
    今回の地震観測記録に基づき地震応答解析を実施し、女川１～３号機の原

子炉建屋の耐震壁の変形および各階毎の耐震壁に作用したせん断力を評価

した結果、原子炉建屋の機能が維持されていることを確認した。 
（添付資料－２４） 
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（２）津波の調査結果 
３．１１地震の際に潮位計で確認された津波の高さは、最大で O.P.＋約 

１３ｍ※（３月１１日１５時２９分）であり、女川原子力発電所の敷地高さ（O.P.

＋約１３．８ｍ※）を超えていないことを確認した。なお、敷地海側の一部に

海水の浸入痕が確認されたが、主要な建屋には到達しなかった。 
（添付資料－２５、２６） 

 
※：３．１１地震発生後に公表された国土地理院による女川原子力発電所周

辺の地殻変動（－約１ｍ：速報値）を考慮した値 
 
 

以 上 
 
 



 

別紙－1 

 

 

女川原子力発電所第１号機における 

重油貯蔵タンク倒壊に係る原因と対策について 

 

１．事象の概要 

女川原子力発電所１号機は、定格熱出力一定運転中のところ、平成２３年３ 

月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震（発電所での観測震度

６弱）により原子炉が自動停止し、３月１２日に冷温停止状態となっている。 

地震に伴う津波の影響により、屋外（O.P.＋２．５ｍ※）に設置していた１号

機補助ボイラー用の重油貯蔵タンクが倒壊し、重油貯蔵タンクから１号機取水口

（海洋）側へ重油が流出していることを地震後のパトロールにより３月１１日 

１６時０５分頃に確認した。 

また、重油移送ポンプが浸水し、油の輸送管が損傷していることを確認した。 

なお、本事象が発生したと推定される津波の到達時には、補助ボイラーへの

重油供給は行われていなかった。 

この結果を受け、３月２９日１１時００分に電気関係報告規則第３条第１項

第４号に基づく報告事象であると判断した。 

 

２．流出した重油量 

倒壊した重油貯蔵タンクの内部を確認し、重油残量が数ｋℓ程度であったこと 

から、地震前に貯蔵していた約６００ｋℓの重油が流出したものと推定される。 

 

３．処置状況 

流出した重油は、３月２２日より吸着マットにより吸着回収させるとともに、 

３月２５日よりオイルフェンスを設置し、湾外への拡散防止を実施した。 

（別添－１） 

 

４．過去の点検履歴 

 至近の点検は以下のとおり実施しており、設備に異常は認められていない。 

（ａ）開放点検（１回／１０年） 

平成２２年３月１０日～７月１５日に実施した開放点検の結果、異常は確

認されなかった。 

（ｂ）外観点検（１回／年） 

平成２２年７月１２日に実施した外観点検の結果、異常は確認されなかっ 

た。 

（別添－２） 
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５．推定原因 

重油貯蔵タンクは O.P.＋２．５ｍ※に設置されており、３．１１地震に伴う

津波（O.P.＋約１３ｍ※）により、重油貯蔵タンクが倒壊したものと推定して

いる。 

 

６．再発防止対策 

津波を考慮した高台への重油貯蔵タンクの設置等の再発防止対策について、

今後、検討していく。 

なお，倒壊した重油貯蔵タンクについては撤去する。 

 

 

以 上 

 

 

※：３．１１地震発生後に公表された国土地理院による女川原子力発電所周辺の地殻変動   

（－約１ｍ：速報値）を考慮した値 

 

 

 

 

【別添資料】 

別添－１ 現場写真 

別添－２ 過去の点検履歴 
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重油貯蔵タンク倒壊写真 

 

別添－１（１／２）
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オイルフェンス設置状況 

 

 

吸着マット設置状況 

 

 

オイルフェンス 

別添－１（２／２） 
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別添－２ 

 

過去の点検履歴（女川１号機 重油貯蔵タンク） 

 

１．開放点検（１回／１０年） 

点検項目 
第 10 回定検 

(H7.9.21～11.21) 

第 19 回定検 

(H22.3.10～7.15) 

外観目視 良 良 

タンク沈下測定 良 良 

タンク垂直度測定 良 良 

底板検査（肉厚、ＭＴ、膜厚） 良 良 

側板検査（肉厚、ＭＴ、膜厚） 良 良 

ノズル検査（ＰＴ、ＭＴ） 良 良 

マンホール、配管他検査 良 良 

漏洩検査 良 良 

 

２．外観点検（１回／年） 

点検項目 
H20Fy 

(H20.7.17) 

H21Fy 

(H21.7.20) 

H22Fy 

(H22.7.12) 

保安距離 良 良 良 

保有空地 良 良 良 

不等沈下 良 良 良 

基礎 良 良 良 

底部 良 良 良 

側板部 良 良 良 

屋根部 良 良 良 

計測関係 良 良 良 

配管・バルブ等 良 良 良 

ポンプ設備 良 良 良 

防油堤 良 良 良 

電気設備 良 良 良 

標識、掲示板 良 良 良 

消火器 良 良 良 

その他（階段、歩廊等） 良 良 良 

点検記録の保存年限である過去３ヵ年について記載 
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女川原子力発電所第１号機における 

非常用ディーゼル発電機（A）機能喪失に係る原因と対策について 
 
１．事象の概要 
女川原子力発電所１号機は、定格熱出力一定運転中のところ、平成２３年３

月１１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震（発電所での観測震度

６弱）により原子炉が自動停止し、３月１２日に冷温停止状態となっている。 
４月１日、ＤＧ（Ａ）の定期試験（手動起動試験）を実施した際に、ＤＧ（Ａ）

を所内電源系へ接続するための同期検定器が動作せず、しゃ断器を手動で投入

することが出来なかった（所内電源系への接続が不可能）ことから、ＳＨＣで

運転中であったＲＨＲ（Ａ）系の非常用電源が確保できていない可能性がある

として、１０時４０分に、保安規定第６２条に定めるＬＣＯを満足しないと判

断した。 
同期検定器の動作不良は、回路の一部に不具合があるためと考え、ＤＧ（Ａ）

の手動起動試験再実施のために当該回路の隔離作業を行っていたところ、１７

時４７分に、ＤＧ（Ａ）が起動していない状態でＤＧ（Ａ）のしゃ断器が自動

投入される事象が発生した。しゃ断器自動投入の原因および影響を調査するた

め、4 月５日よりＤＧ（Ａ）の点検を開始した。 
点検の結果、ＤＧ（Ａ）界磁回路のバリスタ※１が損傷しており、更に界磁回

路の整流器※２の一部ダイオードが短絡していることを確認した。この整流器が

不具合となった場合、電圧の制御が正しく行えないため、ＤＧ（Ａ）が必要な

機能を有していないことから、４月８日１４時３０分、実用炉規則第１９条の

１７第 1 項第３号に基づく報告対象に該当するものと判断した。 
なお、保安規定第６２条に定めるＬＣＯについては、ＤＧ（Ｂ）について手

動起動試験による健全性確認を行ったうえで、ＳＨＣの運転をＲＨＲポンプ

（Ａ）からＲＨＲポンプ（Ｂ）に切換えたことにより要求を満足したことから、

２１時１８分に保安規定第６２条のＬＣＯ復帰を宣言している。 
 
※１：界磁巻線を過渡的な高電圧から保護するためのもの。 

※２：交流電圧を整流し、界磁回路に安定した直流電圧を供給するもの。 

 （別添－１～３） 

 
２．原因調査 
（１）同期検定器の動作不良の要因調査 

ＤＧ（Ａ）を所内電源系へ接続する際、同期検定器が動作しなかったこ

とについて、要因分析表に基づき調査した結果、以下のことが確認された。 
（別添－４） 

ａ．同期検定回路のヒューズ導通確認を実施したところ、メタクラ６－１Ｃ

電圧およびＤＧ（Ａ）電圧の入力回路に使用しているヒューズが切れてい

ることが確認された。 

別紙－２
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ｂ．同期検定回路の運転側Ｒ相－起動側Ｒ相のケーブルにおいて地絡が確認

された。 
（別添－５） 

 
（２）ＤＧ（Ａ）しゃ断器の自動投入について 

ＤＧ（Ａ）が起動していない状態でＤＧ（Ａ）しゃ断器が自動投入され

たことについて、要因分析表に基づき調査した結果、ＤＧ（Ａ）しゃ断器

の手動投入条件としている同期検定回路のケーブルにおいて、地絡が確認

された。 
（別添－６、７） 

（３）ＤＧ（Ａ）しゃ断器の自動投入による影響調査について 
ＤＧ（Ａ）しゃ断器の自動投入によりＤＧ（Ａ）に電圧が印加され過電 

流となったと推定されることから、その影響範囲を検討しＤＧ（Ａ）およ

びＤＧ（Ａ）制御盤について調査を実施した。 
（別添－８） 

ａ．ＤＧ（Ａ）発電機 
  発電機の外観点検・抵抗測定・絶縁抵抗測定・電磁ピックアップ※３の点 

検を実施したところ、特に異常は認められなかった。 
また、固定子巻線および界磁回路に過電流が流れたことからＤＧ（Ａ）

発電機について分解点検を実施したが、特に異常は認められなかった。 
※３：ＤＧ回転数を検出する速度検出器 

（別添－９、１０） 

ｂ．ＤＧ（Ａ）制御盤 
制御盤内の目視確認を実施したところ、ＤＧ（Ａ）界磁回路のバリスタ 

および接続ケーブルが損傷していることを確認した。バリスタについて電

圧測定を実施したところ、短絡していることを確認した。 

また、界磁回路の整流器について電圧測定を実施したところ、整流器の 

ダイオードが２箇所短絡していることを確認した。 

バリスタおよび整流器の交換後、制御盤について詳細点検を実施した結果、

特に異常は認められなかった。 
 なお，バリスタおよび整流器については、４月２８日に交換を行った。 

 （別添－１１、１２） 

ｃ．ＤＧ（Ａ）試運転 
   ＤＧ（Ａ）について、バリスタおよび整流器の交換およびＤＧ（Ａ） 

発電機分解点検・制御盤点検後、試運転および定期検査を実施した結果、 
正常に動作し、機能に問題がないことを確認し、５月１８日に復旧した。 

（別添－１３） 

  
４．推定原因 
（１）同期検定器の動作不良の原因 

同期検定回路の点検を行った結果、電圧入力回路のヒューズが切れてい 
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たことおよびメタクラ６－１Ａに設置している同期検出継電器と接続して

いるケーブルが地絡していることが確認された。 
以上のことから、同期検定器のスイッチを「入」操作した時、メタクラ 

６－１Ａに設置している同期検出継電器と接続しているケーブルが地絡し

ていたため、地絡電流が流れ電圧入力回路のヒューズが切れたものと推定

される。 
なお、当該ケーブルが地絡していた原因は、メタクラ６－１Ａで発生し 

た火災の影響により制御ケーブルが溶損し、地絡に至ったものと推定され

る。 
 また、地絡が確認された同期検定器の電圧回路ケーブルをリフトしメタ

クラ６－1Ａとの接続を分離し、ヒューズ断線とならないよう処置した。 
（別添－１４） 

（２）しゃ断器が自動投入した原因 
ＤＧ（Ａ）しゃ断器の手動投入条件に使用している同期検出継電器の出

力検出回路ケーブルが地絡していたことから、当該ケーブルの切離し作業

を実施中、メタクラ６－１Ａ制御回路の直流電圧が火災により溶損したケ

ーブルから印加し、しゃ断器投入コイルが励磁し、ＤＧ（Ａ）が起動して

いない状態でＤＧ（Ａ）しゃ断器が自動投入に至ったものと推定される。 
なお、地絡が確認されたＤＧ(Ａ)しゃ断器へ出力している同期検出継電器

の制御ケーブルをリフトし、メタクラ６－1Ａとの接続を分離し、ＤＧ(Ａ)
しゃ断器へ影響を与えないよう処置した。 

      （別添－１５） 

 

（３）バリスタおよび整流器損傷の原因 
バリスタおよび整流器が損傷に至ったメカニズムは以下のとおりと推定

される。 
ａ．ＤＧ（Ａ）しゃ断器が自動投入したことにより、メタクラ６－１Ｃ母

線からＤＧ（Ａ）固定子巻線に電圧が印加され過電流が流れ界磁巻線に

過電圧が誘起された。 
ｂ．界磁過電圧がバリスタ放電開始電圧を超過したことにより、バリスタ

が損傷し界磁巻線とバリスタ間で電流が流れ、バリスタ接続電線間の電

磁反発力により電線が断線した。 
ｃ．また、界磁過電圧が整流器に連続で印加され、整流器の極間過電圧に

より一部のダイオードの短絡が発生した。 
 （別添－１６） 

 
５．再発防止対策 
（１）火災の発生したメタクラ６－1Ａについては、横置き型で耐震性の高

い構造となっている真空しゃ断器を使用している盤へ設備更新するこ

とにより、火災発生の抑制を図る。 
 

22



 

（２）同期検出継電器の出力回路は、従来より、リレーを介して常用系と分離

する設計となっているため、火災等によるケーブルの溶損・混触を防止す

ることで再発を防ぐことは可能と考える。 
しかしながら、ＤＧの信頼性をより向上する観点から、同期検出継電器

の出力回路を常時分離し、ＤＧ手動起動試験等の必要な時のみ接続できる

ようにするスイッチ等を設置し、回路の改善を実施する。また､ＤＧ（Ｂ）

についても同様の改善を実施する。 
（別添－１７） 

 
以 上 
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時系列 
 
４月１日（金） 

１０：００ ＤＧ（Ａ）手動起動試験開始 
１０：２１ ＤＧ（Ａ）停止（同期検定器の動作不良のため） 

１０：４０ 発電課長は保安規定第６２条（非常用ディーゼル発電機その

２）のＬＣＯを満足しないと判断し、ＬＣＯ逸脱を宣言 

１１：０７ ＤＧ（Ｂ）手動起動試験開始 

１７：２３  ＤＧ（Ｂ）手動起動試験終了 

ＤＧ（Ａ）同期検定器の回路の一部に不具合があると考え、

当該回路を切り離す操作を実施 

１７：４７ ＤＧ（Ａ）しゃ断器 自動投入 

       ＤＧ（Ａ）しゃ断器 手動開放 

２１：１８ ＲＨＲ（Ｂ）ＳＨＣ起動 

       発電課長は保安規定第６２条のＬＣＯを満足していること

を確認し、ＬＣＯ復帰を宣言 

 

４月５日（火）～ 

設備メーカーによるＤＧ（Ａ）および制御盤の点検 

 

４月８日（金） 

点検の結果、ＤＧ（Ａ）界磁回路のバリスタの損傷および界磁回路の整 

流器の一部ダイオードの短絡を確認したことから、ＤＧ（Ａ）の必要な機

能を有していないことを確認。 

     

別添－１
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ＤＧ（Ａ）同期検定回路の調査 

 

１．調査目的 

  同期検定器操作スイッチを「入」としたが動作しなかったことから、同期検定回路の調査を

実施する。 

 

２．調査方法 

（１）ヒューズ導通確認 

   ヒューズの導通を確認する。 

（２）配線確認 

同期検定器操作スイッチ「切」の状態で、同期検定回路の配線について相間抵抗および対

地間抵抗の測定を実施する。 

（３）動作確認 

実際に同期検定器操作スイッチを使用し、スイッチの動作および指示計の動作を確認する。 

 

３．調査結果 

（１）ヒューズ導通確認結果 

対象 調査項目 結果 判定

ＤＧＡ ＰＴ２次－Ｒ（ＦＵ３Ａ） 導通なし 否 

ＤＧＡ ＰＴ２次－Ｓ（ＦＵ３Ａ） 導通あり 良 

６－１Ｃ ＰＴ２次－Ｒ（ＦＵ３Ａ） 導通なし 否 

６－１Ｃ ＰＴ２次－Ｓ（ＦＵ３Ａ） 導通あり 良 

運転側電圧計（ＦＵ３Ａ） 導通あり 良 

起動側電圧計（ＦＵ３Ａ） 

導通確認 

導通あり 良 

 

（２）配線確認 

対象 調査項目 結果 判定

ＲＢＡ（運転側Ｒ相）－ＲＧＡ（起動側Ｒ相） ０Ω 否 

ＲＢＡ（運転側Ｒ相）－ＳＡ（共通Ｓ相） オーバーレンジ 良 

ＲＧＡ（起動側Ｒ相）－ＳＡ（共通Ｓ相） 

相間抵抗 

測定 
オーバーレンジ 良 

ＲＢＡ（運転側Ｒ相）－Ｅ（アース） ２５Ω（地絡） 否 

ＲＧＡ（起動側Ｒ相）－Ｅ（アース） ２１Ω（地絡） 否 

ＳＡ（共通Ｓ相）－Ｅ（アース） 

対地間 

抵抗測定 
２.５ＭΩ 良 

 

（３）動作確認 

対象 調査項目 結果 判定

操作スイッチ 動作 良 

電圧計（運転側） 動作 良 

電圧計（起動側） －※ － 

４３－２５ 

６－１ＤＧＡ

同期検定器 動作 良 

電圧計（運転側） 動作 良 

電圧計（起動側） 動作 良 
４３－２５ 

６－１ＣＥ 
同期検定器 

動作確認 

動作 良 

※６－１ＤＧＡ起動側はＤＧ（Ａ）起動後でないと動作しないため、６－１ＣＥにて動作

確認を実施した。動作する計器は同じである。 

別添－５

（１／２）
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４．まとめ 
 同期検定回路Ｒ相のヒューズ切れが確認されたことから、同期検定器の動作不良はヒューズ

切れが原因である。 
 また、同期検定回路の運転側Ｒ相－起動側Ｒ相間のケーブルにおいて短絡・地絡個所が確認

された。このケーブルはメタクラ６－１Ａへ接続されるものであり、火災の影響により短絡・

地絡が発生したものと考えられる。また、ヒューズ断線個所がいずれもＲ相のため、この短絡

電流、もしくは地絡電流によってヒューズが断線したものと考えられる。 
 

別添－５

（２／２）
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別添－７ 

ＤＧ（Ａ）しゃ断器自動投入調査 

 
１．調査目的 
ＤＧ（Ａ）が起動していない状態にもかかわらずＤＧ（Ａ）しゃ断器が自動

投入されたことより、ＤＧ（Ａ）しゃ断器の健全性を確認するためＤＧ（Ａ）

しゃ断器およびＤＧ（Ａ）しゃ断器制御回路の調査を実施する。 
 
２．調査方法 
（１）ＤＧ（Ａ）しゃ断器 

ａ．動作確認 
  しゃ断器試験位置にて中央制御室より操作スイッチにて開閉操作を実

施する。 
（２）ＤＧ（Ａ）しゃ断器制御回路 

ａ．配線確認 
  現場配線と図面を照合し配線確認を実施する。 
ｂ．抵抗測定 

    隔離したケーブルと対地間の抵抗測定を実施する。 
 
３．調査結果 
（１）ＤＧ（Ａ）しゃ断器 
   ＤＧ（Ａ）しゃ断器の動作確認を実施し異常のないことを確認した。 
（２）ＤＧ（Ａ）しゃ断器制御回路 

ａ．ＤＧ（Ａ）しゃ断器制御回路の配線確認を実施し、図面通りに配線さ

れていることを確認した。 
ｂ．抵抗測定 

     
 
 
 
 
４．まとめ 
ＤＧ（Ａ）しゃ断器制御回路について、隔離したケーブルの抵抗測定を実施

した結果、メタクラ６－１Ａ側で地絡していることを確認した。 

対象 調査項目 結果 判定 
ED029D01 1－Ｅ(アース) 対地間 

抵抗測定 
121Ω（地絡） 否 

ED029D01 2－Ｅ(アース)  233Ω（地絡） 否 
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図

別添－８
（１／２）
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別添－８
（２／２）
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ＤＧ（Ａ）発電機調査 

 

１. 調査目的 

ＤＧ（Ａ）が起動していない状態にもかかわらずＤＧ（Ａ）しゃ断器が自動 
投入されたことより、ＤＧ（Ａ）発電機への影響を確認するため調査を実施

する。 
 

２. 点検内容 

（１） 外観点検 

ＤＧ（Ａ）発電機および界磁回路の外観を確認する。 

（２） 抵抗測定 

ＤＧ（Ａ）発電機主回路、界磁回路について抵抗測定を実施する。 

（３） 絶縁抵抗測定 

ＤＧ（Ａ）発電機主回路、界磁回路について絶縁抵抗を測定する。 

（４） 電磁ピックアップ点検 

ピックアップ本体の外観点検および抵抗測定を行う。 

 

３. 点検結果 

（１） 外観点検 

a. ＤＧ（Ａ）発電機外観 

異常なし 

b. 界磁回路 

異常なし 

（２） 抵抗測定 

a. ＤＧ（Ａ）発電機主回路 

相 抵抗値 判定基準 結果 備考 

U-V 0.09930Ω 

V-W 0.09932Ω 

W-U 0.09941Ω 

各相関の抵抗値とその平均

値の差が平均値の５％以内

であること 

良 

ケーブル抵抗含み 

PPT、PT、接続あり。

約３０℃ 

b. 界磁回路 

Ｊ－Ｋ 0.19909Ω（約３０℃）（参考値） 

（３） 絶縁抵抗測定 

a. ＤＧ（Ａ）発電機主回路   ２０００ＭΩ（ＤＣ１０００Ｖメガー） 

b. 界磁回路（整流器含み） １５０ＭΩ（ＤＣ５００Ｖメガー） 

（４） 電磁ピックアップ 

a. 抵抗（主） １９１．１Ω 

b. 抵抗（予備） １８９．９Ω 

c. 外観点検 異常なし。 

 

４. まとめ 

 今回確認した個所については、異常がないことを確認した。 

別添－９
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ＤＧ（Ａ）発電機分解点検 
 
１．点検目的 
ＤＧ（Ａ）発電機調査にて異常は認められなかったが、ＤＧ（Ａ）発電機に 

過電圧が印加されていることが考えられることから、ＤＧ（Ａ）発電機につい

て分解点検を実施する。 
 
２．点検方法 
（１）分解点検 
 ＤＧ（Ａ）発電機を分解し、外観目視確認・絶縁抵抗測定・絶縁劣化診断 
を実施する。 

 
３．点検結果 

項目 内容 結果 判定 
外観目視 磨耗・変色・劣化・損傷なし 良 

判定基準 測定結果 
固定子部 

絶縁抵抗測定 
10MΩ以上 2000MΩ以上 

良 

外観目視 磨耗・変色・劣化・損傷なし 良 
判定基準 測定結果 

回転子部 

絶縁抵抗測定 
1MΩ以上 100MΩ以上 

良 

コレクタリング 外観目視 磨耗・汚損・損傷なし 良 
判定基準 測定結果 直流吸収特性試

験 2.5 超過 3.81 
良 

判定基準 測定結果 
交流電流試験 

4.6kV 超過 5.3kV 
良 

判定基準 測定結果 
誘電正接試験 

5.2％未満 0.01％ 
良 

判定基準 測定結果 

絶縁劣化診断 

部分放電試験 
5000pC 未満 1600pC 

良 

 
４．まとめ 
  ＤＧ（Ａ）について、発電機の分解点検を実施し、異常のないことを確認

した。 

別添－１０
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ＤＧ（Ａ）制御盤調査 
 
１．調査目的 

ＤＧ（Ａ）が起動していない状態にもかかわらずＤＧ（Ａ）しゃ断器が自動 
投入されたことより、ＤＧ（Ａ）制御盤の調査を実施する。 

 
２．調査方法 
（１）外観目視 
  ＤＧ（Ａ）制御盤内の外観目視調査を実施する。 
（２）性能試験 
  バリスタおよび整流器の各素子について単体の電圧測定を実施する。 
 
３．調査結果 
（１）外観目視 

外観目視の結果、バリスタの損傷およびバリスタの接続ケーブルが引きち

ぎられていることを確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ケーブルが引きちぎられている 

バリスタが損傷している 

別添－１１

（１／２）
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（２）性能試験 
項目 内容 結果 判定 

バリスタ単体 電圧測定 0V（短絡状態） 否 
Ｄ１ 0.417V 良 
Ｄ２ 0.412V 良 
Ｄ３ 0.415V 良 
Ｄ４ 0.414V 良 
Ｄ５ 0.412V 良 
Ｄ６ 0.415V 良 
Ｄ７ 0V（短絡状態） 否 
Ｄ８ 0.412V 良 
Ｄ９ 0.419V 良 
Ｄ１０ 0.410V 良 
Ｄ１１ 0V（短絡状態） 否 

整流器 

Ｄ１２ 

電圧測定 

0.419V 良 
 
４．まとめ 

制御盤内の外観目視を実施したところ、バリスタの損傷およびバリスタ接

続ケーブルが引きちぎられていることを確認した。また、当該バリスタにつ

いて電圧測定を実施したところ、短絡していることを確認した。 

これは、ＤＧ（Ａ）しゃ断器が自動投入したことにより、メタクラ６－１

Ｃ母線からＤＧ（Ａ）固定子巻線に電圧が印加され過電流が流れ界磁巻線に

過電圧が誘起され、界磁過電圧がバリスタ放電開始電圧を超過したことによ

り、バリスタが損傷し界磁巻線とバリスタ間で電流が流れ、バリスタ接続電

線間の電磁反発力によりケーブルが断線したものと推定される。 

また、界磁回路の整流器について電圧測定を実施したところ、ダイオード

が２箇所短絡していることを確認した。なお、バリスタ・バリスタ接続ケー

ブル・整流器一式については取替を実施した。 

 

別添－１１
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ＤＧ（Ａ）制御盤点検 

 
１．点検目的 

ＤＧ（Ａ）制御盤調査にて、バリスタおよび整流器の不具合が確認された

ことから、バリスタおよび整流器の交換を実施し、交換後の制御盤について

詳細点検を実施する。 
 
２．点検方法 
（１）詳細点検 
 制御盤について詳細点検を実施する。 

 
３．点検結果 

点検項目 結果 
バリスタ交換後の配線確認 良 
整流器交換後のシーケンス試験 良 
制御盤外観点検 良 
絶縁抵抗測定 良 
ＮＧＲ抵抗測定 良 
ＣＴループ抵抗測定 良 
ＡＶＲ抵抗測定 良 
ＡＶＲコンデンサ容量測定 良 
静止型電圧設定器点検 良 
電磁接触器点検 良 
電圧設定器点検 良 
電動界磁調整器点検 良 
整流素子漏れ電流測定 良 
ヒューズ導通確認 良 
速度変換器静特性試験 良 
ＡＶＲ性特性試験 良 
ＡＶＲ動特性試験 良 
 
４．まとめ 
  バリスタおよび整流器交換後、制御盤の詳細点検を実施し、異常のないこ

とを確認した。 

別添－１２

38



ＤＧ（Ａ）試運転結果 
 
１．ＡＶＲ動特性試験 

ＤＧ（Ａ）の動作信号を制御回路から取り出し、下記試験項目について、異常の無いことを確

認した。 
No. 試験項目 判定基準 結果 判定 参照 

1 
電磁ピックアップ

波形測定 
歯車３６０欠分の波形に欠落が無いこと。 欠落なし 良 Ⅰ 

(1)５０％速度 

247.5～252.5min-1以内で動作すること。 
250.0min-1 良 Ⅱ 

2 
速度変換器動特性

試験 
(2)９０％速度 

447.5～452.5min-1以内で動作すること。 
450.0min-1 良 Ⅲ 

(1)電圧確立時間 

起動指令から発電機定格電圧×９０％値に

達するまでの時間が１０秒以内であること。

6.31 秒 良 Ⅳ 

3 電圧確立試験 

(2)電圧オーバーシュート 

発電機定格電圧×113％値以下であること。
107.7％ 良 Ⅴ 

4 過速度試験 

電気式（１１５％速度） 

111～112％(555.0～560.0min-1)以内であるこ

と。 

111.5％ 

（557.5 min-1） 
良 Ⅵ 

5 目視確認 
試運転中に制御盤の計器・状態表示灯・故障表

示器に異常がないこと。 
異常なし 良 ― 

 
２．発電機本体 

試運転時に下記試験項目の測定を実施し、異常の無いことを確認した。 
No. 試験項目 測定箇所 判定基準 判定 参照 

(1)反直結軸受温度（メタル・給油・排油） 

(2)給気、排気温度 

給油温度＋40℃以

下であること。 
良 ― 

1 温度測定 

(1)固定子コイル（Ｕ・Ｖ・Ｗ相） 
室温（45℃）＋95℃

以下であること。 
良 ― 

2 振動測定 

(1)反機関側固定子枠脚③ 

(2)機関台床④ 

(3)反機関側軸受⑤ 

(4)反機関側軸受脚⑥ 

(5)反機関側固定子枠⑦ 

(6)速度検出器⑧ 

水平方向・軸方

向・垂直方向とも

１００μmP-P以下

であること。 

良 Ⅶ 
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試運転データ 
 
軸受・メタル・給油・排油・給気・排気温度測定  

時間（分） ０ 5 10 15 20 25 30 35 40 45 
メタル 36.0 36.5 37.5 39.0 40.0 42.0 43.0 44.0 45.0 46.0
給油 33.0 35.0 36.0 38.0 37.5 38.0 38.0 38.0 37.5 37.5

反直

結軸

受 排油 30.5 30.5 31.5 32.0 32.0 32.5 33.0 33.0 33.0 33.0
給気 24.0 23.5 23.0 23.0 23.0 23.0 22.0 22.0 22.0 21.5
排気 27.0 28.0 28.0 28.5 28.5 29.0 29.0 29.0 29.0 29.0
室温 23.0 23.0 23.0 23.0 23.0 23.0 22.0 22.0 22.0 22.0

 
時間（分） 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 

メタル 46.0 46.5 47.0 47.0 47.5 48.0 48.0 48.0 48.0 48.5
給油 37.5 37.5 37.5 37.5 37.0 37.0 37.5 37.5 37.5 37.5

反直

結軸

受 排油 33.0 33.0 33.0 33.0 33.0 33.0 33.0 33.0 33.5 33.5
給気 21.5 22.0 21.5 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.5 21.0
排気 29.0 29.0 29.0 29.5 29.5 30.0 30.0 30.5 31.0 31.0
室温 21.5 21.5 21.5 21.5 21.0 21.0 21.0 21.0 21.5 21.5

 
時間（分） 100 105 110 115 120 125 130 135 

メタル 48.5 48.5 48.5 49.0 49.0 49.0 49.0 49.0 
給油 37.5 37.5 37.0 37.0 37.5 37.5 37.0 37.0 

反直

結軸

受 排油 33.5 33.5 33.5 33.5 33.5 33.5 33.5 33.0 
給気 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 20.5 20.0 
排気 31.0 31.0 31.0 31.0 31.5 31.5 31.0 30.5 
室温 21.5 21.5 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 20.5 

 
 

固定子コイル温度測定 
温度 0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 
Ｕ相 25 26 27 28 29 30 30 30 31 33 33 33 
Ｖ相 28 28 29 30 30 31 30 31 32 34 34 34 
Ｗ相 25 26 27 28 29 30 30 30 31 33 33 33 

 
温度 60 65 70 75 80 85 90 95 100 105 110 115
Ｕ相 36 38 38 41 44 44 45 45 45 45 46 46 
Ｖ相 37 39 40 41 44 45 46 46 46 46 47 47 
Ｗ相 36 38 38 40 43 44 45 45 45 45 45 45 

 
温度 120 125 130 135 
Ｕ相 46 46 46 38 
Ｖ相 47 47 47 39 
Ｗ相 46 46 46 38 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

判定値：給油温度＋４０℃以下 

判定値：室温＋95℃以下 

別添－１３（４／５）
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振動測定 

測定位置① 測定位置② 測定位置③ 測定位置④  
出力（％） Ｈ Ａ Ｖ Ｈ Ａ Ｖ Ｈ Ａ Ｖ Ｈ Ａ Ｖ 

無負荷 15 3 3 16 4 4 4 2 5 6 6 9 
25 16 5 2 17 5 5 5 3 3 5 5 2 
50 12 5 3 13 5 5 3 2 3 4 4 2 
75 12 6 4 14 8 5 2 2 3 4 4 2 

100 13 7 4 14 7 7 3 2 4 5 5 2 
 

測定位置⑤ 測定位置⑥ 測定位置⑦ 測定位置⑧  
出力（％） Ｈ Ａ Ｖ Ｈ Ａ Ｖ Ｈ Ａ Ｖ Ｈ Ａ Ｖ 

無負荷 3 2 2 4 3 1 5 2 1 21 8 6 
25 4 1 2 5 5 2 4 3 2 22 8 6 
50 2 1 1 6 3 2 3 1 1 19 9 5 
75 3 1 1 5 4 2 3 1 2 19 8 5 

100 3 1 1 6 3 2 3 1 2 20 12 8 
Ｈ：水平 
Ａ：垂直 
Ｖ：軸方向 

 

Ⅶ 

判定値：１００μｍｐ－ｐ以下 

別添－１３（５／５）
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バリスタおよび整流器損傷のメカニズム
別添－１６

メタクラ6-1A の他の制御回路
の直流電圧が火災により溶損

したケーブルから印加

同期検定回路の
リフト操作実施

バリスタ接続電線間の電磁
反発力により電線が断線

界磁過電圧がシリコン整流器
に連続で印加

シリコン整流器の極間過電圧
により一部ダイオードの

短絡が発生

ＤＧ界磁巻線に
過電圧を誘起

界磁過電圧がバリスタ放電
開始電圧を超過

界磁巻線～バリスタ間で
通電

ＥＴｒ～メタクラ6-1C 受電中 ＤＧ（Ａ）停止

ＤＧ受電しゃ断器投入

ＤＧ固定子巻線に３相電圧
印加され過電流が発生
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別紙－３ 
 
 

女川原子力発電所第２号機における 

原子炉補機冷却水系（Ｂ）系、原子炉補機冷却海水系（Ｂ）系および 
高圧炉心スプレイ補機冷却水系の機能喪失に係る原因と対策について 

 
１．事象の概要 
女川原子力発電所２号機は、第１１回定期検査中の平成２３年３月１１日 

１４時００分に原子炉を起動し、発電再開に向けて準備を行っていたところ、

１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震（発電所での観測震度６弱）に

伴い、原子炉が自動停止した。原子炉の炉水温度は起動直後であったことから、

１００℃未満であり、原子炉自動停止後の１４時４９分に冷温停止状態である

ことを確認した。 

原子炉自動停止後の１４時４７分にＤ／Ｇ（Ａ）（Ｂ）、（Ｈ）が自動起動（無

負荷運転）したが、１５時３４分にＲＣＷポンプ（Ｂ）が自動停止し、その後、

バックアップで起動したＲＣＷポンプ（Ｄ）も即自動停止したことから、Ｄ／

Ｇ（Ｂ）は、冷却水の供給がなくなったため、「ＲＣＷ差圧低」信号により 

１５時３５分に自動停止した。 

 また、１５時４１分にＨＰＣＷポンプが自動停止したことから、Ｄ／Ｇ（Ｈ） 

は、冷却水の供給がなくなったため、「ＨＰＣＷ差圧低」信号により１５時 

４２分に自動停止した。 

 現場確認の結果、原子炉建屋地下３階の非管理区域にあるＲＣＷ熱交換器 

（Ｂ）室、ＨＰＣＷ熱交換器室およびエレベータエリアにアクセスする階段室 

（以下、「当該エリア」という。）に海水が流入しており、ＲＣＷポンプ（Ｂ）、 

（Ｄ）およびＨＰＣＷポンプが浸水していること、また、ＲＣＷ熱交換器（Ａ） 

室にも流入していることを確認したことから、２０時２５分に仮設ポンプによ 

る屋外への排水を開始し、３月１６日１０時３０分に排水を完了した。 

また、パトロールの結果、屋外にある海水ポンプ室のＲＳＷポンプ（Ｂ）エ

リアが浸水していることおよび同エリアに設置しているＲＳＷポンプ（Ｂ）、

（Ｄ）も浸水している可能性があることを確認した。 

ＲＣＷポンプ（Ｂ）モータおよびＨＰＣＷポンプモータの工場点検の結果、

絶縁抵抗測定が判定値を満足していないことおよび分解点検で錆等が確認され

たことから、３月２９日１１時００分に当該ポンプモータは原子炉施設の安全

を確保するために必要な機能を満足しておらず、実用発電用原子炉の設置、運

転等に関する規則第１９条の１７第３号に基づく報告事象であると判断した。 
なお、地震発生後も外部電源は喪失しておらず、Ｄ／Ｇ（Ａ）についても健

全であったこと、ＲＣＷポンプ（Ａ）、（Ｃ）への被害はなく、非常用炉心冷却

系は２系列が維持されていたことから、原子炉の冷却機能は確保されている。 
（別添－１、２） 
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２．海水浸水経路の特定調査 

地震後の現場確認により、以下の事項を確認した。 

（１）当該エリア 

当該エリアに深さ約２．５ｍの浸水跡を確認した。 

また、ＲＣＷ熱交換器（Ｂ）室とＲＳＷ（Ｂ）配管トレンチ間の配管貫通

部が損傷していることを確認した。 

（別添－３） 

（２）配管トレンチ 

ＲＳＷ（Ｂ）配管トレンチおよびＨＰＳＷ配管トレンチに深さ約２．５ｍ、

ＲＳＷ（Ａ）配管トレンチに深さ約０．５ｍの浸水跡を確認した。 

また、当該エリアの排水作業中に海水がＨＰＳＷ配管トレンチとＲＳＷ

（Ａ）配管トレンチ間の水密扉からＲＳＷ（Ａ）配管トレンチに向かい浸水

していることを確認した。 

（３）海水ポンプ室 

ＲＳＷ（Ｂ）配管トレンチが隣接するＲＳＷポンプ（Ｂ）エリアの床面に

設置している循環水ポンプ自動停止用水位計（以下、「当該水位計」という。）

収納箱上蓋が開いていることを確認した。 

また、ＲＳＷポンプ（Ｂ）エリアとＲＳＷ（Ｂ）配管トレンチ間のケーブ

ルトレイ貫通部および配管貫通部が損傷していること、ならびにＲＳＷポン

プ（Ｂ）、（Ｄ）モータに浸水跡を確認した。 

（別添－３） 

（４）ＲＣＷ熱交換器（Ａ）室 

  当該エリアの排水作業中に、隣接するＲＣＷ熱交換器（Ａ）室を確認した 

ところ、深さ約０．５ｍの浸水であること、また、ＨＰＣＷ熱交換器室と繋 

がる埋設電路閉止部から海水が流入していることを確認した。 

（５）海水ポンプ室外（地表面） 

海水ポンプ室外（地表面）に、海水の浸水跡がないことを確認した。 

 

３．浸水の影響を受けた機器の点検結果 

ＲＣＷポンプ（Ｂ）（Ｄ）、ＲＳＷポンプ（Ｂ）（Ｄ）、ＨＰＣＷポンプ、各ポ

ンプモータ（以下、「浸水したポンプ」、「浸水したポンプモータ」という。）お

よび浸水した電動弁駆動部について、順次点検を実施し、点検結果は以下のと

おり。 

（１）現場点検結果 

ａ．外観点検の結果、浸水したポンプモータ軸受および電動弁駆動部の端 

子箱に海水の流入を確認した。 

また、ポンプは変形等の損傷がないことを確認した。 

  ｂ．絶縁抵抗測定の結果、ＲＣＷポンプ（Ｂ）（Ｄ）モータ、ＨＰＣＷポン 

プモータおよびＲＳＷポンプ吐出弁等の電動弁駆動部が判定値を満足し

ていなかった。 
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ｃ．浸水したポンプ手回しの結果、スムーズに回転することを確認した。 

（別添－４） 

（２）工場点検結果 

浸水したポンプモータおよび電動弁駆動部を工場へ持込み、分解点検を実

施した結果、以下の事項が確認されており、絶縁抵抗測定が判定値を満足し

ていないこと、分解点検で海水の浸水による錆等が確認されたことから、一

部の電動弁を除き、浸水当初は使用不能と判断する。 

ａ．浸水したポンプモータの固定子および回転子に発錆を確認した。 

ｂ．電動弁駆動部モータおよび電気部品類に浸水または浸水の可能性が確

認され、一部に発錆を確認した。 

（別添－４） 

（３）補修 

浸水したポンプモータおよび電動弁駆動部について、分解点検結果を踏ま 

え、補修（洗浄および手入れ等）を行った。   

（別添－４） 

（４）作動試験 

  浸水したポンプモータおよび電動弁駆動部について、工場で補修を実施後、 

現地で動作試験により系統機能に問題ないことを確認し、復旧した。 

  ａ．浸水したポンプモータについて、ポンプとの組み込み後に、以下のと 

おり定期試験を実施し、正常に動作することを確認した。 

  （ａ）平成２３年４月１３日にＨＰＣＷポンプ手動起動試験を実施し、正 

常に動作することを確認した。 

  （ｂ）平成２３年４月２０日にＲＣＷポンプ（Ｂ）およびＲＳＷポンプ（Ｄ） 

の手動起動試験を実施し、正常に動作することを確認した。 

（ｃ）平成２３年５月２０日にＲＣＷポンプ（Ｄ）およびＲＳＷポンプ（Ｂ） 

の手動起動試験を実施し、正常に動作することを確認した。 

ｂ．浸水した電動弁駆動部について、動作確認を実施し、正常に動作する

ことを確認した。 

（別添－４、５） 

 
４．推定原因 

（１）浸水の推定メカニズム 

  調査の結果、当該エリアへの浸水メカニズムを以下のとおり推定した。 

ａ．３．１１地震に伴う津波の影響により海水ポンプ室の潮位が上がり、 

当該水位計収納箱の上蓋を押上げ、海水ポンプ室内のＲＳＷポンプ（Ｂ）

エリアに流入した海水が、ケーブルトレイおよび配管貫通部を通じてＲ

ＳＷ（Ｂ）配管トレンチへ流入した。 

  ｂ．ＲＳＷ（Ｂ）配管トレンチへ流入した海水は、配管貫通部および海水 

ストームドレン移送系（以下、「ＳＷＳＤ」という。）配管を通じてＲＣ 

Ｗ熱交換器（Ｂ）室に流入した。 
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  ｃ．ＲＣＷ熱交換器（Ｂ）室に流入した海水は、水密扉等を通じてＨＰＣ 

Ｗ熱交換器室へ流入した。     

  ｄ．ＨＰＣＷ熱交換器室に流入した海水は、水密扉を通じてエレベータ室

へ流入した。 

  ｅ．ＨＰＣＷ熱交換器室に流入した海水は、電路を通じてＲＣＷ熱交換器 

（Ａ）室へ流入した。 

また、ＨＰＣＷ熱交換器室に流入した海水は、別ルートの配管貫通部

⇒ＨＰＳＷ配管トレンチ配管⇒水密扉⇒ＲＳＷ（Ａ）配管トレンチ⇒Ｓ

ＷＳＤを通じてＲＣＷ熱交換器（Ａ）室へ流入した。 

（別添－６） 

（２）海水が浸水した推定原因 

津波の引き波対策として、海水ポンプ室内のＲＳＷポンプ（Ｂ）エリアに

当該水位計を追設（平成１４年）した際、津波の押し波による影響に対して、

設置場所の選定にあたっての考慮および止水処置が不十分であった。 

このため、３．１１地震に伴う津波による海水が取水路側から当該水位計

設置箱を経由して海水ポンプ室内ＲＳＷポンプ（Ｂ）エリアへ流入するとと

もに、地下トレンチを通じて当該エリアに流入した結果、ＲＣＷ（Ｂ）系、

ＲＳＷ（Ｂ）系およびＨＰＣＷのポンプが浸水し、機能喪失に至ったものと

推定した。 

なお、当該水位計は１号機および３号機にも設置されているが、設置エリ

アが異なる（除塵装置室）ため、ＲＣＷ系等への被害はなかった。また、除

塵装置室にも海水が流入した痕跡はあったが、当該水位計収納箱の蓋は外れ

ていなかったことから、同エリアでは当該水位計の手前にある除塵装置の開

口部から海水が流入したものと推定した。 
（別添－７） 

 
５．再発防止対策 

（１）当該水位計を取外し、開口部に止水処理を行った。 
なお、当該水位計については、海水による浸水防止を考慮したエリアへ

移設設置する。 
（別添－８） 

（２）海水ポンプ室からトレンチへの配管貫通部およびケーブルトレイ貫通部 
について、補修を実施した。 

（別添－８） 
（３）中長期的な対策として、平成２３年３月３０日付の経済産業大臣指示文

書「平成２３年福島第一・第二原子力発電所事故を踏まえた他の発電所の

緊急安全対策について（指示）」を受けて取りまとめた女川原子力発電所に

おける緊急安全対策のうち、津波による浸水防止対策である建屋扉の水密

性向上や防潮堤、防潮壁の設置を実施していく。 
 

以 上 
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別添－１ 
 

時 系 列 

 

 

  

平成２３年３月１１日（金） 

  １４：００  原子炉起動 

１４：４６  地震発生（発電所内観測震度 震度６弱） 

原子炉自動停止 

ＤＧ(Ａ)、ＤＧ(Ｂ)およびＤＧ(Ｈ)自動起動(無負荷運転) 

１４：４７  原子炉の状態『冷温停止』(原子炉モードスイッチ『起動』⇒『停止』) 

  １４：４９  大津波警報発令 

    １５：２１頃 津波第一波（運転員によるＩＴＶでの確認時刻） 

  １５：３４  ＲＣＷポンプ(Ｂ)自動停止 

ＲＣＷポンプ(Ｄ)自動停止(バックアップ起動後、即停止) 

１５：３５  ＤＧ(Ｂ)が「ＲＣＷ差圧低」信号により自動停止 

  １５：４１  ＨＰＣＷポンプ自動停止 

１５：４２  ＤＧ(Ｈ)が「ＨＰＣＷ差圧低」信号により自動停止 

  １６：００頃 現場確認に向かった運転員が、原子炉建屋にある非管理区域の地下３

階ＲＣＷ熱交換器（Ｂ）室およびＨＰＣＷ熱交換器室にアクセスする

ための階段(２箇所)の地下３階部および、ＲＣＷ熱交換器（Ａ）室に

浸水を確認 

  １６：０１  ＲＳＷポンプ(Ｂ）手動停止 (ＲＣＷ(Ｂ)系浸水のため) 

  １６：０６  ＨＰＳＷポンプ手動停止 (ＨＰＣＷ系浸水のため) 

２０：１２頃 侵入した水を分析した結果、放射能は検出されず、海水と判明 

２０：２５  仮設ポンプを設置し，原子炉建屋（非管理区域）地下３階に流入した

海水を屋外へ排水開始（３月１６日１０：３０排水完了） 

  

３月２９日（火） 

  １１：００  工場持込みによる点検結果によりＲＣＷポンプ(Ｂ)およびＨＰＣＷポ

ンプの機能喪失を判断 
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ＨＰＣＷ負荷 

【機器、Ｄ／Ｇ（ＨＰＣＳ）】 

ＨＰＣＷポンプ

ＨＰＳＷポンプ

海水 

海へ 

ＨＰＣＷ熱交換器 

 

海水 海水

海へ 海へ 
ＲＣＷ 

熱交換器(Ｂ) 

ＲＳＷポンプ(Ｄ) 

ＲＣＷ 

ポンプ(Ｂ) 

ＲＳＷポンプ(Ｂ) 

ＲＣＷ 

熱交換器(Ｄ)

ＲＣＷ Ｂ系負荷 

【常用設備、非常用設備、ＤＧ（Ｂ）】

ＲＣＷ 

ポンプ(Ｄ)

    

  

   
   

  

 

         

  

    

 

別添－２ 

高圧炉心スプレイ補機冷却水系 

原子炉補機冷却水（Ｂ）系 

：淡水 

：海水 

：浸水したポンプ 

(凡例) 

：淡水 

：海水 

：浸水したポンプ 

(凡例) 

補機冷却系 系統概要図 
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ＨＰＣＷ熱交換器室における海水の浸水状況 

 

 
ＨＰＣＷポンプ（海水抜き取り後） 

別添－３（１／４） 
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ＲＣＷ熱交換器（Ｂ）室における海水の浸水状況 

 

 
ＲＣＷポンプ（Ｂ）（海水抜き取り後） 

 

別添－３（２／４） 
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ＲＣＷポンプ（Ｄ）（海水抜き取り後） 

 

 
循環水ポンプ自動停止用水位計

別添－３（３／４） 
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ＲＳＷポンプ（Ｂ）（海水排水後） 

 

       
ＲＳＷポンプ（Ｄ）（海水排水後） 

別添－３（４／４） 
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洗

浄
・

手
入

れ
＜

組
立

後
＞

電
動

機
単

体
試

験
：

異
常

な
し

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
0
M
Ω

3
P
4
5
-
C
0
0
1
B

Ｒ
Ｓ

Ｗ
ポ

ン
プ

（
B
)
モ

ー
タ

海
水
Ｐ
室

H
2
3
.
3
.
1
7

2
0
0
0
M
Ω

以
上

軸
受

に
浸

水
を

確
認

。
H
2
3
.
4
.
2
6

～
H
2
3
.
5
.
1
7

2
0
0
0
M
Ω

固
定

子
，

回
転

子
に

発
錆

を
確

認
。

否

＜
分

解
後

＞
洗

浄
・

手
入

れ
＜

組
立

後
＞

電
動

機
単

体
試

験
：

異
常

な
し

絶
縁

抵
抗

測
定

：
2
0
0
0
M
Ω

4
P
4
5
-
C
0
0
1
D

Ｒ
Ｓ

Ｗ
ポ

ン
プ

（
D
)
モ

ー
タ

海
水
Ｐ
室

H
2
3
.
3
.
1
7

2
0
0
0
M
Ω

以
上

軸
受

に
浸

水
を

確
認

。
H
2
3
.
4
.
4

～
H
2
3
.
4
.
1
3

2
0
0
0
M
Ω

固
定

子
，

回
転

子
に

発
錆

を
確

認
。

否

＜
分

解
後

＞
洗

浄
・

手
入

れ
＜

組
立

後
＞

電
動

機
単

体
試

験
：

異
常

な
し

絶
縁

抵
抗

測
定

：
2
0
0
0
M
Ω

5
P
4
7
-
C
0
0
1

Ｈ
Ｐ

Ｃ
Ｗ

ポ
ン

プ
モ

ー
タ

熱
交

室
H
2
3
.
3
.
1
8

0
M
Ω

0
.
4
Ｍ

Ω
以

上
（

低
圧

）
軸

受
に

浸
水

を
確

認
。

H
2
3
.
3
.
2
6

～
H
2
3
.
3
.
3
1

0
M
Ω

1
0
Ｍ

Ω
以

上
固

定
子

，
回

転
子

に
発

錆
を

確
認

。
否

＜
分

解
後

＞
洗

浄
・

手
入

れ
・

固
定

子
巻

線
取

替
＜

組
立

後
＞

電
動

機
単

体
試

験
：

異
常

な
し

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
0
M
Ω

※
　
工
場

で
の

点
検

結
果

を
踏

ま
え

，
総

合
的

に
判

断
。

1
0
0
Ｍ

Ω
以

上

別添－４（１／３）

点
検
結
果
※

工
場
点
検
（
持
込
時
）

補
修
内
容

点
検

日
分
解
点
検

1
0
Ｍ

Ω
以

上
（

高
圧

）

機
器
番

号
機
器

名
称

設
置

場
所

点
検
日

現
地

点
検

絶
縁

抵
抗

（
ケ

ー
ブ

ル
，

電
動

機
一

括
）

0
.
4
Ｍ

Ω
以

上
（

低
圧

）

外
観

点
検

絶
縁

抵
抗

（
電

動
機

の
み
）

1
0
Ｍ

Ω
以

上
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電
動

弁
駆

動
部

点
検

結
果

測
定

値
判

定
基

準
測

定
値

判
定

基
準

1
P
4
2
-
F
0
0
4
B

Ｒ
Ｃ

Ｗ
熱

交
換

器
（

Ｂ
）

冷
却

水
出

口
弁

熱
交

室
H
2
3
.
3
.
1
9

1
0
0
M
Ω

以
上

電
気

室
（

端
子

箱
）

内
に

浸
水

を
確

認
。

H
2
3
.
4
.
2
5

～
H
2
3
.
5
.
6

1
0
0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
海

水
付

着
の

可
能

性
有

＜
モ

ー
タ

＞
海

水
付

着
の

可
能

性
有

良

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
洗

浄
・

手
入

れ
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
5
.
1
9

良

2
P
4
2
-
F
0
0
4
D

Ｒ
Ｃ

Ｗ
熱

交
換

器
（

Ｄ
）

冷
却

水
出

口
弁

熱
交

室
H
2
3
.
3
.
1
9

1
0
0
M
Ω

以
上

電
気

室
（

端
子

箱
）

内
に

浸
水

を
確

認
。

H
2
3
.
3
.
2
8

～
H
2
3
.
4
.
1

1
0
0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
海

水
付

着
の

可
能

性
有

＜
モ

ー
タ

＞
海

水
付

着
の

可
能

性
有

良

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
洗

浄
・

手
入

れ
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
4
.
7

良

3
P
4
2
-
F
0
9
1
B

Ｒ
Ｃ

Ｗ
常

用
冷

却
水

供
給

側
分

離
弁

（
Ｂ

）
熱

交
室

H
2
3
.
3
.
1
9

1
0
0
M
Ω

以
上

電
気

室
（

端
子

箱
）

内
に

浸
水

を
確

認
。

H
2
3
.
3
.
2
8

～
H
2
3
.
4
.
2

1
5
Ｍ

Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
海

水
付

着
の

可
能

性
有

＜
モ

ー
タ

＞
海

水
付

着
の

可
能

性
有

良

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
洗

浄
・

手
入

れ
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
4
.
7

良

4
P
4
2
-
F
1
0
1
B

Ｃ
Ｕ

Ｗ
非

再
生

熱
交

換
器

（
Ｂ

）
冷

却
水

入
口

弁
熱

交
室

H
2
3
.
3
.
1
9

1
0
0
M
Ω

以
上

電
気

室
（

端
子

箱
）

内
に

浸
水

を
確

認
。

H
2
3
.
3
.
2
8

～
H
2
3
.
4
.
2

1
0
0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
海

水
付

着
の

可
能

性
有

＜
モ

ー
タ

＞
海

水
付

着
の

可
能

性
有

良

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
洗

浄
・

手
入

れ
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
4
.
7

良

5
P
4
2
-
F
1
1
1
B

Ｒ
Ｃ

Ｗ
常

用
補

機
冷

却
水

入
口

弁
（

Ｂ
）

熱
交

室
H
2
3
.
3
.
1
9

0
M
Ω

電
気

室
（

端
子

箱
）

内
に

浸
水

を
確

認
。

H
2
3
.
3
.
2
8

～
H
2
3
.
3
.
3
1

0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

＜
モ

ー
タ

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

否

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
交

換
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
5
.
1
9

良

6
P
4
5
-
F
0
0
2
B

Ｒ
Ｓ

Ｗ
ポ

ン
プ

（
Ｂ

）
吐

出
弁

海
水

Ｐ
室

H
2
3
.
3
.
1
9

0
Ｍ

Ω
電

気
室

（
端

子
箱

）
内

に
浸

水
を

確
認

。

H
2
3
.
4
.
2
5

～
H
2
3
.
5
.
6

0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

＜
モ

ー
タ

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

否

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
洗

浄
・

手
入

れ
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
5
.
1
9

良

7
P
4
5
-
F
0
0
2
D

Ｒ
Ｓ

Ｗ
ポ

ン
プ

（
Ｄ

）
吐

出
弁

海
水

Ｐ
室

H
2
3
.
3
.
1
9

0
Ｍ

Ω
電

気
室

（
端

子
箱

）
内

に
浸

水
を

確
認

。

H
2
3
.
3
.
3
1

～
H
2
3
.
4
.
8

0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

＜
モ

ー
タ

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

否

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
洗

浄
・

手
入

れ
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
4
.
1
4

良

8
P
4
5
-
F
0
0
4
B
-
1

Ｒ
Ｓ

Ｗ
ス

ト
レ

ー
ナ

（
Ｂ

）
旋

回
弁

－
１

熱
交

室
H
2
3
.
3
.
1
9

0
Ｍ

Ω
電

気
室

（
端

子
箱

）
内

に
浸

水
を

確
認

。

H
2
3
.
4
.
2
5

～
H
2
3
.
5
.
5

0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

＜
モ

ー
タ

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

否

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
洗

浄
・

手
入

れ
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
5
.
1
9

良

9
P
4
5
-
F
0
0
4
B
-
2

Ｒ
Ｓ

Ｗ
ス

ト
レ

ー
ナ

（
Ｂ

）
旋

回
弁

－
２

熱
交

室
H
2
3
.
3
.
1
9

0
Ｍ

Ω
電

気
室

（
端

子
箱

）
内

に
浸

水
を

確
認

。

H
2
3
.
4
.
2
5

～
H
2
3
.
5
.
5

0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

＜
モ

ー
タ

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

否

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
洗

浄
・

手
入

れ
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
5
.
1
9

良

1
0

P
4
5
-
F
0
0
4
D
-
1

Ｒ
Ｓ

Ｗ
ス

ト
レ

ー
ナ

（
Ｄ

）
旋

回
弁

－
１

熱
交

室
H
2
3
.
3
.
1
9

0
Ｍ

Ω
電

気
室

（
端

子
箱

）
内

に
浸

水
を

確
認

。

H
2
3
.
3
.
3
1

～
H
2
3
.
4
.
9

0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

＜
モ

ー
タ

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

否

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
交

換
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
4
.
1
9

良

5
Ｍ

Ω
以

上

分
解

点
検

結
果

補
修

内
容

点
検

結
果

試
験

日
試

験
結

果
状

　
　

況

機
器
番

号
機

器
名

称
設

置
場

所

0
.
4
Ｍ

Ω
以

上

別添－４（２／３）

点
検

日

現
地

点
検

工
場

点
検

（
持

込
時

）

点
検

日

絶
縁

抵
抗

（
電
動

弁
の

み
）

絶
縁

抵
抗

（
ケ

ー
ブ

ル
，

電
動

弁
一

括
）

現
地

作
動

試
験
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電
動

弁
駆

動
部

点
検

結
果

測
定

値
判

定
基

準
測

定
値

判
定

基
準

分
解

点
検

結
果

補
修

内
容

点
検

結
果

試
験

日
試

験
結

果
状

　
　

況

機
器
番

号
機

器
名

称
設

置
場

所
点

検
日

現
地

点
検

工
場

点
検

（
持

込
時

）

点
検

日

絶
縁

抵
抗

（
電
動

弁
の

み
）

絶
縁

抵
抗

（
ケ

ー
ブ

ル
，

電
動

弁
一

括
）

現
地

作
動

試
験

1
1

P
4
5
-
F
0
0
4
D
-
2

Ｒ
Ｓ

Ｗ
ス

ト
レ

ー
ナ

（
Ｄ

）
旋

回
弁

－
２

熱
交

室
H
2
3
.
3
.
1
9

0
Ｍ

Ω
電

気
室

（
端

子
箱

）
内

に
浸

水
を

確
認

。

H
2
3
.
3
.
3
1

～
H
2
3
.
4
.
8

0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

＜
モ

ー
タ

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

否

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
洗

浄
・

手
入

れ
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
4
.
1
9

良

1
2

P
4
5
-
F
0
0
6
B

Ｒ
Ｓ

Ｗ
ポ

ン
プ

吐
出

連
絡

管
（

Ｂ
）

止
め

弁
海

水
Ｐ

室
H
2
3
.
3
.
1
9

0
Ｍ

Ω
電

気
室

（
端

子
箱

）
内

に
浸

水
を

確
認

。

H
2
3
.
3
.
3
1

～
H
2
3
.
4
.
8

0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
海

水
付

着
の

可
能

性
有

＜
モ

ー
タ

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

否

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
交

換
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
4
.
1
4

良

1
3

P
4
5
-
F
0
1
2
B

Ｒ
Ｓ

Ｗ
ス

ト
レ

ー
ナ

（
Ｂ

）
ブ

ロ
ー

弁
熱

交
室

H
2
3
.
3
.
1
9

0
Ｍ

Ω
電

気
室

（
端

子
箱

）
内

に
浸

水
を

確
認

。

H
2
3
.
4
.
2
5

～
H
2
3
.
5
.
6

0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

＜
モ

ー
タ

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

否

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
洗

浄
・

手
入

れ
・

絶
縁

抵
抗

測
定

：
1
0
0
M
Ω

以
上

H
2
3
.
5
.
1
9

良

1
4

P
4
5
-
F
0
1
2
D

Ｒ
Ｓ

Ｗ
ス

ト
レ

ー
ナ

（
Ｄ

）
ブ

ロ
ー

弁
熱

交
室

H
2
3
.
3
.
1
9

0
Ｍ

Ω
電

気
室

（
端

子
箱

）
内

に
浸

水
を

確
認

。

H
2
3
.
3
.
3
1

～
H
2
3
.
4
.
8

0
M
Ω

＜
電

気
部

品
類

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

＜
モ

ー
タ

＞
浸

水
有

，
錆

発
生

否

＜
電

気
部

品
類

＞
交

換
＜

モ
ー

タ
＞

・
洗
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別添－４（３／３）
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別添―５（３／５）
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別添―５（４／５）
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別添―５（５／５）
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浸水の推定メカニズム 

 

浸水のメカニズムについて，現場確認の結果より以下のとおり推定した。       

①地震により発生した津波による潮位の上昇により、海水ポンプ室ＲＳＷポンプ（Ｂ）エ

リア床面設置の循環水ポンプ自動停止用水位計収納箱上蓋が開き、海水が溢れてＲＳＷ

ポンプ（Ｂ）エリアに流入した。 

（海水ポンプ室ＲＳＷ（Ｂ）系ポンプエリア流入）

②ＲＳＷポンプ（Ｂ）エリアに流入した海水が、ケーブルトレイ貫通部、配管貫通部を通

じてＲＳＷ（Ｂ）配管トレンチに流入した。（ＲＳＷ（Ｂ）配管トレンチ流入） 

③ＲＳＷ（Ｂ）配管トレンチに流入した海水が、配管貫通部、海水ストームドレン移送系

サンプを通じてＲＣＷ熱交換器（Ｂ）室に流入した。 

（ＲＣＷ熱交換器（Ｂ）室流入；ＲＣＷポンプ（Ｂ）、（Ｄ）浸水）

④ＲＣＷ熱交換器（Ｂ）室に流入した海水が、水密扉から漏えいし、ＨＰＣＷ熱交換器室

に流入した。          （ＨＰＣＷ熱交換器室流入；ＨＰＣＷポンプ浸水）

⑤ＨＰＣＷ熱交換器室に流入した

海水が、水密扉から漏えいし、

エレベータエリアに流入した。 

（エレベータエリア浸水）

⑧ＨＰＣＷ熱交換器室に流入した海水が、

電路を通じてＲＣＷ熱交換器室（Ａ）室

へ流入した。 

（ＲＣＷ熱交換器（Ａ）室流入； 

ＲＣＷポンプ（Ａ）、（Ｃ）浸水なし）

⑥ＨＰＣＷ熱交換器室に流入した海水

が、配管貫通口、海水ストームドレン

移送系サンプを通じてＨＰＳＷ配管ト

レンチへ流入した。 

（ＨＰＳＷ配管トレンチ流入）

⑦ＨＰＳＷトレンチへ流入した海水が、

水密扉から漏えいし、ＲＳＷ（Ａ）配

管トレンチに流入した。 

（ＲＳＷ（Ａ）配管トレンチ流入）

⑨ＲＳＷ（Ａ）配管トレンチに流入した

海水が、海水ストームドレン移送系サ

ンプを通じてＲＣＷ熱交換器（Ａ）室

へ流入した。 

（ＲＣＷ熱交換器（Ａ）室流入； 

ＲＣＷポンプ（Ａ）、（Ｃ）浸水なし）

 

 

① ② 

② 

別添－６

HPSW 配管ﾄﾚﾝﾁへ流入 

海水ポンプ室への流入口 

（循環水ポンプ室自動停止用レベル計） 

配管貫通部での流入

ＳＷＳＤ経由での流入

電路経由での流入

水密扉経由での流入

ＳＷＳＤ

（凡例）

配管貫通部での流入

ＳＷＳＤ経由での流入

電路経由での流入

水密扉経由での流入

ＳＷＳＤ

（凡例）
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海水浸入箇所：６箇所
（循環水ポンプ自動停止
用水位計貫通部）

 ＨＰＳＷ
ポンプ

ＲＳＷ（Ａ）系
ポンプ

ＴＳＷポンプ

海水浸入エリア

対策：循環水ポンプ自動停止用水位計貫通部の閉止

女川２号機　海水ポンプ室概要図

＜対策前＞

　循環水ポンプ自動停止用水位計貫通部の閉止
状況

＜対策後＞

　循環水ポンプ自動停止用水位計貫通部に閉止
板を設置し密閉化するとともに，架構による補
強を実施（６箇所）

海水浸入箇所の閉止処置状況

別添－８

ＲＳＷ（Ｂ）系
ポンプ

トレンチ

配管貫通部

ケーブルトレイ貫通部

海水ポンプ室からトレンチ
ヘの貫通部について補修
実施
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女川原子力発電所第１号機におけるタービン建屋地下１階 
高圧電源盤火災に伴う原因と対策について 

 
１．事象の概要 

女川原子力発電所１号機は、定格熱出力運転中のところ、平成２３年３月１

１日１４時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震（発電所での観測震度６

弱）により原子炉が自動停止した。 

１４時５７分に中央制御室で火災報知機が発報したため、当社運転員が現場

確認に向かったところ、１５時３０分、タービン建屋地下階からの発煙を確認

したことから、１５時４１分に消防署へ１１９番通報を行った。 

自衛消防隊消火班が発煙現場の確認および消火活動に向かったところ、発煙

による視界不良のため、発煙発生箇所の特定ができないことから、タービン建

屋内からの退避指示を実施したうえで、１７時１５分に二酸化炭素消火設備を

起動した。 

その後、発煙の状況と関係する警報の発生状況からタービン建屋地下１階 

の高圧電源盤エリアが発煙発生箇所と推定し、現場確認を行ったところ、高圧

電源盤である常用メタクラ６－１Ａのユニット№７および№８（以下、「当該

ユニット」という。）が焼損し、当該ユニット内部が過熱状態であることを確

認したため、粉末消火器（合計７本）を使用し、消火活動を実施した。 

鎮火確認については、本来であれば、消防署に行って頂くところであるが、

地震および大津波の影響により、発電所の周辺道路は一部損壊しており、発電

所の入構ができない状況であったため、協力企業の消防署勤務経験者が２２時

５５分に消火を確認した。 

その後、発電所の周辺道路の応急復旧が完了したため、３月２２日に消防署

による現場確認が行われ、その結果、本事象は火災であるとの見解が示された。 

 

なお、本事象による原子炉施設への影響はなく、また外部への放射能の影響

もなかった。 

 

（別添－１、２、３） 

 

 

 

 

別紙－４
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２．原因調査 

（１）現場調査 

当該ユニットを中心に高圧電源盤である常用メタクラ６－１Ａ（以下、

「当該盤」という。）全体に延焼跡があり、当該ユニット内部を確認した

ところ、ＭＢＢの上部に位置する断路部付近の損傷が著しいことを確認し

た。 

（２）当該盤の仕様確認 

当該盤に使用しているＭＢＢは縦型であり、母線との接続位置では昇降

装置によって機器内部で３０ｃｍ程度吊り上げられた状態となっており、

耐震架台等による固定は行われていない。 

このため、地震等で大きな振動が加わると当該盤のＭＢＢが大きく揺れ

る可能性があることを確認した。 

（３）電気設備の動作状況調査 

地震発生直後の電気設備の動作状況を確認したところ、地震による原子

炉自動停止後の所内母線切替（所内変圧器から起動用変圧器への受電切り

替え）が正常に動作しており、その後、当該ユニットの地絡警報が発生し

ていることを確認した。 

 

３．火災発生の推定原因 

上記２．の原因調査より、本事象の原因は、以下のとおりと推定される。 

当該盤内で接続位置にて吊り上げられていたＭＢＢが、地震による振動で

大きく揺れた。 

このＭＢＢの揺れにより、当該ユニットにおいて、盤側およびＭＢＢ側断

路部が破損し、接続導体と周囲の構造物が接触して短絡・地絡が発生し、こ

れに伴い発生したアーク放電の熱により盤内ケーブルの絶縁被覆が溶け、発

煙したものと推定される。 

（別添－４） 

なお、今回の高圧電源盤における火災の影響により、外部電源を受電して

いる起動用変圧器の過電流継電器が動作し、１４時５５分に起動用変圧器が

トリップしたが、非常用ディーゼル発電機（Ａ）および（Ｂ）が正常に動作

し、所内非常用設備への電源供給を行っている。 
その後、３月１２日０２時０５分に起動用変圧器が復旧したことから、非

常用ディーゼル発電機（Ａ）および（Ｂ）が待機状態となっている。 

（別添－５） 
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４．再発防止対策 

ＭＢＢを使用している当該盤について、ＶＣＢを使用している盤への設備

更新を実施する。 

なお、ＶＣＢは横置き型であり、断路位置から接続位置にする際は盤内に

押し込み、固定する機構があることから、耐震性の高い構造となっている。 

（別添－６、７） 

 

５．水平展開 

（１）１号機の他の高圧電源盤 

現在、当該盤と同型のＭＢＢを使用している共通メタクラ６－１Ｓにつ

いて、ＶＣＢを使用している盤への設備更新を実施する。また,設備更新ま

での期間については、ＭＢＢ下部スペースに耐震架台を設置し、地震等に

よるＭＢＢの揺れの低減を図る。 

なお、共通メタクラ６－１Ｓならびに既にＶＣＢを使用している盤に設

備更新している高圧電源盤について、今回の地震において健全であること

を確認している。 

（２）２、３号機および予備変電設備の高圧電源盤 

２、３号機および予備変電設備である予備電源盤６－Ｅの高圧電源盤に

ついては、既にＶＣＢを使用している盤を採用しており、今回の地震にお

いても健全であることを確認していることから、対応は不要である。 

 

以上 

 

【別添資料】 

１．主な時系列 

２．現場配置図 

３．現場状況写真 

４．火災発生推定メカニズム 

５．火災発生に伴う起動用変圧器トリップ事象の流れ図 

６．真空しゃ断器（概要図） 

７．真空しゃ断器（現場写真） 
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別添－１ 

主な時系列 
 
３月１１日  
１４：４６ 地震発生により原子炉自動停止（スクラム成功） 
１４：４７ 非常用ディーゼル発電機（Ａ）、（Ｂ）自動起動（無負荷運転） 
１４：５５ 起動変圧器トリップ（今回の火災の影響と推定） 
      非常用ディーゼル発電機（Ａ）、（Ｂ）自動併入（負荷運転） 
１４：５７ １号機 火災報知機動作 
１５：３０ 運転員が１号機タービン建屋地下階から火災と思われる発煙を確

認（煙の充満により発生源の特定不可） 
１５：４１ 緊急対策室より１１９番通報（１５：４２石巻広域消防本部入電） 
      ⇒地震および津波被害により発電所へ向かえない旨連絡有り 
１６：１４ 自衛消防隊消火班 １号機タービン建屋入域開始 
      ⇒装備（防火服、空気呼吸器）を準備のうえ地下階へのアクセス

を試みるが煙の充満により発生源の特定不可） 
１７：００ タービン建屋入域者の退避完了（火災の発生源特定不可により二

酸化炭素消火設備使用を判断） 
１７：１５ 二酸化炭素消火設備による消火開始（主油タンク室、ＥＨＣ制御

油ユニット室、励磁機室） 
１７：３３ 現場確認のため、スポット排煙機設置 
１８：０３ 自衛消防隊消火班 入域開始 
１８：３７ タービン建屋地下１階の常用メタクラ・パワーセンタエリアが火

災発生箇所と推定（発煙状況と当該エリアに関係する高圧電源盤

の地絡警報が発生していた状況より） 
１９：４３ タービン建屋地下１階の高圧電源盤である常用メタクラ６－１Ａ

が火災発生箇所と特定（表扉が開放状態、盤内部が焼損している

ことが確認されたが、炎は確認されなかった） 
２０：２３ 高圧電源盤である常用メタクラ６－１Ａ（ユニット№７および№

８）の内部が加熱状態で赤くなっていたため、粉末消火器による

消火を実施（合計７本使用） 
２２：５５ 消火確認 
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高圧電源盤 現場写真  

 
健全な高圧電源盤 現場写真 

別添－３ 
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火災発生推定メカニズム 別添－４

←前方 後方→

マグネブラスト
遮断器（ＭＢＢ）

変流器

母線

断
路
部

一
次
側

断
路
部

二
次
側

制御
ダクト

母線

Ｍ
Ｂ
Ｂ
昇
降
装
置

マグネブラスト
しゃ断器（ＭＢＢ）

バリア

ＭＢＢを前方から見るＭＢＢを前方から見る

【メタクラ側面図】 【メタクラ正面図】

【火災発生に至る推定メカニズム】

　運転中の接続位置の当該ユニットは、縦型のマグネブラストしゃ断器（ＭＢＢ）であることから、断路位置から接続位置にする
際には、ＭＢＢを昇降装置で吊り上げることになるが、ＭＢＢ下部に耐震架台を設置していないため固定されていない。
　このため、接続位置のＭＢＢ下部には３０ｃｍ程度のスペースが生じることとなるが、地震による大きな振動が加わるとＭＢＢ
は大きく揺れ、断路部またはしゃ断器内部が変形・破損する可能性がある。
　また、調査結果より当該ユニット内のＭＢＢ上部に位置する断路部付近が著しく損傷しており、中央制御室においても短絡お
よび地絡に関係する警報が発報されていたことが確認されていることから、当該ユニット内部でアーク放電が発生していた可
能性が高い。
　よって、以下のメカニズムにより火災に至ったものと推定される。

①耐震架台がなく，下部
スペース（30cm程度吊り
上げ）があるＭＢＢは固
定されないため、地震に
よる大きな振動で大きく
揺れ、断路部が破損する

②接続導体
と周辺の構
造物（バリア
など）が接触
し地絡・短絡
が発生する

③内部短絡に
よりアーク放
電が発生する

④アーク放電の熱により
ケーブル絶縁被覆から発
煙、しゃ断器焼損
（火災に至る）

①地震の大きな振動によって、耐震架台が設置されていない当該盤のMBBは固定されず、下部にスペースがあること
　から大きく揺れ、一次、二次側断路部の接続導体および絶縁物が変形・破損した。

②断路部の変形・破損により接続導体が周囲の構造物（バリアなど）と接触し短絡・地絡が発生した。

③内部短絡により接続導体と周囲の構造物でアーク放電が発生した。

④アーク放電の発生熱の影響により、盤内ケーブルの絶縁被覆は溶けて発煙し、しゃ断器を含む周辺構造物が焼損した。

　なお、火災発生箇所における火気使用および可燃物（ケーブル絶縁被覆は難燃性）は無く、確認された延焼跡も当該ユニッ
トを中心していることからも電気設備以外の火災要因は極めて考え難い。
（当日の自衛消防隊消火班の現場確認の際も炎は確認されていない状況である。）

30cm程度
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別添－５（１／２）

火災発生に伴う起動用変圧器トリップ事象の流れ図
（地震による自動停止後）

地震発生

原子炉自動停止
（地震加速度大）

所内母線切替（①②）

ＤＧ※２自動起動（③）

起動変圧器
過電流継電器動作

起動変圧器
受電しゃ断器Ｏ５１開放

所内電源系
全　停　電

起動していたＤＧが
自　動　投　入

非常用母線が復旧

【事象の流れ】 【所内電源系統図】

メタクラ６－１Ａ
で地絡・短絡発生

６－１Ｓ

６－１Ａ ６－１Ｂ

６－１Ｄ６－１Ｃ

1号起動変圧器

受電しゃ断器
Ｏ５１

２７５ｋＶ母線

ＰＬＲ－ＭＧ※３

ＤＧ（Ａ） ＤＧ（Ｂ）

過電流継電器

所内変圧器より 所内変圧器より

#7 #8

①所内母線切替により、
   所内変圧器側の受電
   しゃ断器が開放

②所内母線切替により、
　 起動用変圧器側の受
   電しゃ断器が投入

③非常用ディーゼル発
   電機が自動起動

共通用母線

常用母線

非常用母線

※１　発電機または変圧器の主回路に事故が発生し、発電機の運転継続が不可能となった場合に
　　　発電機を系統から切り離し、停止させる装置

※２　非常用ディーゼル発電機：非常用母線電源喪失時のバックアップ電源装置

※３　原子炉再循環ポンプＭＧセット：ボイド効果により原子炉出力を調整するポンプの回転数を
　　　変化させる機器（火災発生時には既に停止中）

タービントリップ

発電機ロックアウトリレー※1動作

：ＭＢＢを使用している電源母線

：しゃ断器投
入
：しゃ断器開
放

（凡例）

：VCＢを使用している電源母線
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別添－５（２／２）

火災発生に伴う起動用変圧器トリップ事象の流れ図
（高圧電源盤破損（推定））

地震発生

原子炉スクラム
（地震加速度大）

タービントリップ

発電機ロックアウトリレー※1動作

所内母線切替

ＤＧ※２自動起動

起動変圧器
過電流継電器動作（⑤）

所内電源系
全　停　電（⑦）

起動していたＤＧが
自　動　投　入（⑧）

非常用母線が復旧

メタクラ６－１Ａで地
絡・短絡によるアー
ク放電が発生（④）

【事象の流れ】

６－１Ｓ

６－１Ａ ６－１Ｂ

６－１Ｄ６－１Ｃ

1号起動変圧器

受電しゃ断
器

２７５ｋＶ母線

ＤＧ（Ａ） ＤＧ（Ｂ）

過電流継電器

【単線結線図】

所内変圧器より 所内変圧器より

#7 #8

地絡・短絡

高圧電源盤全体も熱
の影響を受けている

④断路部の破損に
   よりアーク放電発生

⑥受電しゃ断器Ｏ５１開放

⑦所内電源系全停電に
   より、母連しゃ断器が開
放

⑧非常用ディーゼル発電
   機しゃ断器が投入

起動変圧器
受電しゃ断器Ｏ５１開放（⑥）

⑤起動変圧器過電流
　 継電器動作

共通用母線

常用母線

非常用母線

：ＭＢＢを使用している電源母線

：しゃ断器投
入
：しゃ断器開
放

（凡例）

：VCＢを使用している電源母線

※１　発電機または変圧器の主回路に事故が発生し、発電機の運転継続が不可能となった場合に
　　　発電機を系統から切り離し、停止させる装置

※２　非常用ディーゼル発電機：非常用母線電源喪失時のバックアップ電源装置

※３　原子炉再循環ポンプＭＧセット：ボイド効果により原子炉出力を調整するポンプの回転数を
　　　変化させる機器（火災発生時には既に停止中）

ＰＬＲ－ＭＧ※３
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真空しゃ断器（ＶＣＢ） 接続位置  

 
 

 
真空しゃ断器（ＶＣＢ） 断路位置 

別添－７ 
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女川原子力発電所 3.11 地震発生後のプラント状況 

（時系列） 
 

１号機 地震発生前：定格熱出力一定運転 

３月１１日（金） 

１４：４６  東北地方太平洋沖地震発生（発電所内観測震度 震度６弱） 

  鉛直方向地震加速度大 原子炉自動スクラム 

１４：４７  全制御棒全挿入を確認 

主タービン自動停止 

発電機しゃ断器Ｏ１１自動開放（８６Ｇ１，Ｇ２動作） 

原子炉水位低（Ｌ－３） 

原子炉格納容器隔離系（ＰＣＩＳ）動作 

原子炉モードスイッチ「運転」→「停止」（原子炉の状態高温停止） 

ＤＧ（Ａ）（Ｂ）自動起動 

ＦＰＣポンプ（Ａ）自動停止 

循環水ポンプ（ＣＷＰ）（Ｂ）自動停止（選択負荷遮断） 

復水ポンプ（ＣＰ）（Ｂ）自動停止（選択負荷遮断） 

原子炉給水ポンプ（ＲＦＰ）（Ａ）自動停止（選択負荷遮断） 

１４：５５  起動用変圧器停止（ロックアウトリレー動作） 

          発電機しゃ断器６－１ＤＧＡおよびＤＧＢ自動投入（Ｃ，Ｄ母線低電圧） 

ＤＧ（Ａ），（Ｂ）負荷運転開始 

ＣＷＰ（Ａ）自動停止（電源喪失） 

ＣＰ（Ｃ）自動停止（電源喪失） 

ＲＦＰ（Ｂ）自動停止（電源喪失） 

タービン補機冷却海水系ポンプ（ＴＣＷＳ）（Ａ，Ｃ）自動停止 

（電源喪失） 

１４：５９  ＲＣＩＣ手動起動 

１５：００  ＲＨＲポンプ（Ａ）手動起動（Ｓ/Ｐ冷却運転のため） 

１５：０１  ＲＨＲポンプ（Ｃ）手動起動（Ｓ/Ｐ冷却運転のため） 

１５：０２  ＭＳＩＶ手動全閉（復水器使用不可のため） 

１５：０５  原子炉未臨界確認 

１５：０５  ＲＨＲポンプ（Ｂ）手動起動（Ｓ/Ｐ冷却運転のため） 

１５：１２  ＲＨＲポンプ（Ｄ）手動起動（Ｓ/Ｐ冷却運転のため） 

１５：１４  復水器真空破壊（復水器使用不可のため） 

１５：５５  ＲＨＲポンプ（Ａ），（Ｃ）自動停止 

１６：１５  ＲＨＲポンプ（Ａ）手動再起動（Ｓ/Ｐ冷却運転のため） 

１７：１０頃 原子炉減圧開始（ＳＲＶ使用） 

１８：２９  ＲＣＩＣタービン自動停止（Ｌ－８による） 

１９：３０頃 ＦＰＣポンプ（Ａ）手動起動（燃料プール冷却） 

２０：２０  ＣＲＤポンプ（Ａ）手動起動（原子炉への給水） 

２１：５６  ＲＨＲポンプ（Ａ）手動停止（ＳＨＣ準備（フラッシング）のため） 

添付資料－１（１／５）
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２３：４６  ＲＨＲポンプ（Ａ）手動起動（ＳＨＣモード） 

３月１２日（土） 

 ０：５７  原子炉冷却材温度１００℃到達 

 ０：５８  原子炉の状態「冷温停止」 

 ２：０５  起動用変圧器受電（復旧）以降，火災が発生したＭ／Ｃ ６－１Ａ

以外の常用母線を復電 

１０：００  原子炉スクラムリセット 

添付資料－１（２／５）
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２号機 地震発生前：第１１回定期検査中で，地震発生直前に「起動」 

３月１１日（金） 

１４：００ 原子炉モードスイッチ「燃料取替」→「起動」（原子炉の状態「起動」） 

      制御棒引き抜き開始 

１４：４６ 東北地方太平洋沖地震発生（発電所内観測震度 震度６弱） 

Ｒ/Ｂ下部水平方向地震加速度大 原子炉自動スクラム 

１４：４７ 全制御棒全挿入を確認 

ＤＧ（Ａ），（Ｂ），（Ｈ）自動起動 ※発電機界磁喪失信号発信による 

ＦＰＣポンプ（Ｂ）自動停止 

１４：４９ 原子炉モードスイッチ「起動」→「停止」（原子炉の状態「冷温停止」） 

１５：３４ ＲＣＷポンプ（Ｂ）（Ｄ）自動停止（ポンプ浸水による） 

１５：３５ ＤＧ（Ｂ）自動停止（ＲＣＷ（Ｂ）（Ｄ）停止による） 

１５：４１ ＨＰＣＷポンプ自動停止（ポンプ浸水による） 

１５：４２ ＤＧ（Ｈ）自動停止（ＨＰＣＷ停止による） 

２０：２９ ＦＰＣポンプ（Ａ）手動起動（燃料プール冷却） 

３月１２日（土） 

 ４：４９ 原子炉スクラムリセット 

１２：１２ ＲＨＲポンプ（Ａ）手動起動（ＳＨＣモード） 

   

添付資料－１（３／５）
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３号機 地震発生前：定格熱出力一定運転 

３月１１日（金） 

１４：４６ 東北地方太平洋沖地震発生（発電所内観測震度 震度６弱） 

Ｒ／Ｂ下部鉛直方向地震加速度大 原子炉自動スクラム 

１４：４７ 全制御棒全挿入を確認 

主タービン自動停止 

発電機しゃ断器Ｏ１３自動開放（８６Ｇ１，Ｇ２動作） 

ＴＤ－ＲＦＰ（Ａ，Ｂ）自動停止 

ＭＤ－ＲＦＰ（Ａ，Ｂ）自動起動 

原子炉モードスイッチ「運転」→「停止」（原子炉の状態「高温停止」） 

ＦＰＣポンプ（Ｂ）自動停止 

１４：５７ 原子炉未臨界確認 

１５：２２ タービン補機冷却海水系（ＴＳＷ）ポンプ（Ａ，Ｃ）自動停止（全停） 

１５：２３ 循環水ポンプ（ＣＷＰ）（Ａ，Ｂ）海水ポンプ室水位極低警報 

 循環水ポンプ（ＣＷＰ）（Ａ，Ｂ）自動停止（全停） 

 ＦＰＣポンプ（Ａ）手動起動 

１５：２５ ＭＤ－ＲＦＰ（Ａ，Ｂ）手動停止（ＴＳＷ全停による） 

１５：２５ ＨＰＣＰ（Ａ，Ｂ）手動停止（同上） 

１５：２６ ＬＰＣＰ（Ａ，Ｂ）手動停止（同上） 

１５：２６ ＭＳＩＶ手動閉操作（復水器使用不可のため） 

１５：２６ ＲＣＩＣ手動起動（原子炉への給水） 

１５：２８ ＲＳＷポンプ（Ｄ）手動起動（Ｓ／Ｐ冷却運転） 

１５：３０ ＲＣＷポンプ（Ｂ）手動起動（Ｓ／Ｐ冷却運転） 

１５：３０ ＲＨＲ（Ｂ）手動起動（Ｓ／Ｐ冷却運転） 

１５：３６ 復水器真空破壊（復水器使用不可のため） 

１５：４３ ＲＳＷポンプ（Ｃ）手動起動（Ｓ／Ｐ冷却運転） 

１５：４４ ＲＨＲ（Ａ）手動起動（Ｓ／Ｐ冷却運転） 

１５：４５ ＲＣＷポンプ（Ａ）手動起動（Ｓ／Ｐ冷却運転） 

１６：０９ 原子炉水位低（Ｌ－３）  

原子炉格納容器隔離系（ＰＣＩＳ）動作 

１６：４０ 原子炉減圧開始（ＳＲＶ使用） 

 ＲＣＩＣタービン停止（Ｌ－８による） 

  １６：５７ ＲＣＩＣ手動起動（原子炉への給水） 

  ２１：４４ ＲＨＲポンプ（Ａ）手動停止（ＳＨＣ準備） 

２１：４５ ＲＣＩＣタービン手動停止 

２１：５４ ＭＵＷＣによる注水（原子炉への給水） 

２３：５１ ＲＨＲポンプ（Ａ）手動起動（ＳＨＣモード） 

３月１２日（土） 

 １：１７ 原子炉冷却材温度１００℃未満（原子炉の状態「冷温停止」） 

 ２：５１ 原子炉スクラムリセット 

添付資料－１（４／５）
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外部電源の状況 地震発生直後は松島幹線２号線のみ受電可能 

３月１１日（金） 

１４：４６ 東北地方太平洋沖地震発生（発電所内観測震度 震度６弱） 

牡鹿幹線２回線 遮断（系統側の要求による） 

松島幹線１号線 遮断（停止） 

塚浜支線    遮断（停止） 

 

３月１２日（土） 

  ２０：１２ 牡鹿幹線１号線 復旧 

  ２０：１５ 牡鹿幹線２号線 復旧 

   

３月１７日（木） 

  １０：４７ 松島幹線 1号線 復旧 

  １３：３１～１５：２７ 松島幹線２号線 停止（点検のため） 

   

３月１８日（金） 

  １９：３２ 牡鹿幹線１号線 停止（非常予備） 

 

３月２６日（土） 

  １５：４１ 塚浜支線 復旧 

 

 

添付資料－１（５／５）
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添付資料－２（１／３）

H23.3.11 

0:58 冷温停止 

14:46 地震発生・自動スクラム 

女川１号機 発電機電力チャート 

時 
 

間 
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添付資料－２（２／３）

0    200   400   600   800  1000  1200 【MW】 

H23.3.11 

女川２号機 発電機電力チャート 

14:46 地震発生・自動スクラム 

時 
 

間 
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添付資料－２（３／３）

1:17 冷温停止 

0    200   400   600   800  1000  1200 【MW】 

H23.3.11 

女川３号機 発電機電力チャート 

14:46 地震発生・自動スクラム 時 
 

間 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

赤：発電機電力 
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添付資料－４（１／４）

緑：中間出力領域モニタＣ 

赤：中間出力領域モニタＡ 

0       8        16      24      32       40【％】 

0:58 冷温停止 

緑：平均出力領域モニタＣ 

赤：平均出力領域モニタＡ 

女川 1 号機 中間出力領域モニタ／平均出力領域モニタチャート（Ａ系、Ｃ系） 

H23.3.11 

14:46 地震発生・自動スクラム 

時 
 

間 

0       25      50     75    100    125 【％】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

IRM 
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添付資料－４（２／４）

 女川１号機 中間出力領域モニタ／平均出力領域モニタチャート（Ｂ系） 
 
 
 0:58 冷温停止 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

時 
 

間 
 
 
 
 
 

赤：中間出力領域モニタＢ
 
 

IRM 
 

0       8       16       24      32       40【％】 
 
 14:46 地震発生・自動スクラム 

 
 
 赤：平均出力領域モニタＢ

 
 H23.3.11 

 
 

APRM 0       25      50     75    100    125 【％】 
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添付資料－４（３／４）

 女川１号機 中間出力領域モニタ／平均出力領域モニタチャート（Ｄ系、Ｆ系） 
 
 
 0:58 冷温停止 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 時 

 

間 
 
 
 
 
 赤：中間出力領域モニタＤ 

緑：中間出力領域モニタＦ  
 

IRM 
 

0       8        16      24      32       40【％】 
 
 14:46 地震発生・自動スクラム 
 
 
 赤：平均出力領域モニタＤ 

 緑：平均出力領域モニタＦ 

 H23.3.11 

 
 

APRM 0       25     50      75     100    125 【％】 

92



添付資料－４（４／４）

 女川１号機 中間出力領域モニタ／平均出力領域モニタチャート（Ｅ系） 
 
 
 0:58 冷温停止 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 時 
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IRM 
 0        8       16       24      32       40【％】 
 
 14:46 地震発生・自動スクラム 

 
 
 赤：平均出力領域モニタＥ
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添付資料－５ 

14:46 地震発生・自動スクラム 

H23.3.11 

0:58 冷温停止 

0            500          1000        1500 【mm】 

緑：原子炉圧力 

赤：原子炉水位  

女川１号機 原子炉水位、原子炉圧力チャート 

0        2       4       6       8       10【MPa】 
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添付資料－６ 

時 
 

間 

0:58 冷温停止 

14:46 地震発生・自動スクラム 

女川１号機 原子炉水温度チャート  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H23.3.11 

0     50   100   150  200  250  300 【℃】 

緑：Ｂ入口温度 

赤：Ａ入口温度  
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添付資料－７ 

女川１号機 使用済燃料プール水温度チャート 
 
 
 
 0:58 冷温停止 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

橙：使用済燃料プール水温
 
 

時 
 

間 

H23.3.11 14:46 地震発生・自動スクラム 

0                  50                 100                 150  ［℃】 
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添付資料－８（１／５）

女川１号機 スタック放射線モニタチャート  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

時 
 

間 

 
14:46 地震発生・自動スクラム 

 
 
 
 
 赤：スタック放射線モニタ A 

緑：スタック放射線モニタ B  
 H23.3.11 

 
 

10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 
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添付資料－８（２／５）

女川１号機 スタック放射線モニタチャート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

時 
 

間 

 
 
 
 
 

赤：スタック放射線モニタ A 

緑：スタック放射線モニタ B 
 

0:58 冷温停止 
 
 

H23.3.12 
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添付資料－８（３／５）

女川１号機 スタック放射線モニタチャート  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

時 
 

間 

 
 
 
 
 
 赤：スタック放射線モニタ A 

緑：スタック放射線モニタ B  
 H23.3.12 

 
 

10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 
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添付資料－８（４／５）

女川１号機 スタック放射線モニタチャート  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

時 
 

間 

 
 
 
 
 
 赤：スタック放射線モニタ A 

緑：スタック放射線モニタ B  
 

H23.3.13 
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添付資料－８（５／５）

女川１号機 スタック放射線モニタチャート  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

時 
 

間 

 
 
 
 
 
 赤：スタック放射線モニタ A 

緑：スタック放射線モニタ B  
 

H23.3.13 
 
 

10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 
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添付資料－１０（１／３） 

10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

時 
 

間 

14:46 地震発生・自動スクラム 

女川２号機 起動領域モニタチャート（B 系、F 系） 

赤：起動領域モニタ B 

緑：起動領域モニタ F 

H23.3.11 
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10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

時 
 

間 

14:46 地震発生・自動スクラム 

女川２号機 起動領域モニタチャート（C 系、G 系） 

赤：起動領域モニタ C 

緑：起動領域モニタ G 

H23.3.11 
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14:46 地震発生・自動スクラム 

女川２号機 起動領域モニタチャート（D 系、H 系） 

赤：起動領域モニタ D 

緑：起動領域モニタ H 

H23.3.11 
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時 
 

間 

14:46 地震発生・自動スクラム 

女川２号機 原子炉圧力チャート 

青：原子炉圧力 

H23.3.11 

107



 
 
 
 
 

0              100             200             300［℃】 

時 
 

間 

14:46 地震発生・自動スクラム H23.3.11 

添付資料－１２ 

女川２号機 原子炉水温度チャート 

赤：原子炉再循環ポンプ（Ａ）

緑：原子炉再循環ポンプ（Ｂ）
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添付資料－１３ 

0          20          40          60          80         100  ［℃】 

時 
 

間 

14:46 地震発生・自動スクラム 

女川２号機 使用済燃料プール水温度チャート 

H23.3.11 

使用済燃料プール水温度 
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添付資料－１４（１／１０） 

10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

時 
 

間 

14:46 地震発生・自動スクラム 

女川２号機 スタック放射線モニタチャート（A 系） 

赤：スタック放射線モニタ A

H23.3.11 
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10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

時 
 

間 

女川２号機 スタック放射線モニタチャート（A 系） 

赤：スタック放射線モニタ A 

H23.3.12 

添付資料－１４（２／１０）
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10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

時 
 

間 

赤：スタック放射線モニタ A 

H23.3.12 

女川２号機 スタック放射線モニタチャート（A 系） 

添付資料－１４（３／１０） 
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時 
 

間 

赤：スタック放射線モニタ A 

H23.3.13 

10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

女川２号機 スタック放射線モニタチャート（A 系） 

添付資料－１４（４／１０） 
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10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

時 
 

間 

赤：スタック放射線モニタ A 

H23.3.13 

女川２号機 スタック放射線モニタチャート（A 系） 

添付資料－１４（５／１０） 
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10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

時 
 

間 

14:46 地震発生・自動スクラム 

赤：スタック放射線モニタ B 

H23.3.11 

女川２号機 スタック放射線モニタチャート（Ｂ系） 

添付資料－１４（６／１０） 
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10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

時 
 

間 

赤：スタック放射線モニタ B 

H23.3.12 

女川２号機 スタック放射線モニタチャート（Ｂ系） 

添付資料－１４（７／１０） 
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10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

時 
 

間 

赤：スタック放射線モニタ B 

H23.3.12 

女川２号機 スタック放射線モニタチャート（Ｂ系） 

添付資料－１４（８／１０） 
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間 

赤：スタック放射線モニタ B 

H23.3.13 

10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

女川２号機 スタック放射線モニタチャート（Ｂ系） 

添付資料－１４（９／１０） 
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10-1    1   101  102  103  104  105  106 ［CPS】 

時 
 

間 

赤：スタック放射線モニタ B 

H23.3.13 

女川２号機 スタック放射線モニタチャート（Ｂ系） 

添付資料－１４（１０／１０）
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添付資料－１５（１／４）

女川３号機 起動領域モニタ／平均出力領域モニタチャート（Ａ系、Ｂ系） 

時 
 

間 

14:46 地震発生・自動スクラム 

1:17 冷温停止 

   0     25    50      75    100     125 ［％］ 

赤：平均出力領域モニタＡ 

青：平均出力領域モニタＢ H23.3.11 

  10-1   10   101   102   103  104   105   106 ［CPS］ 

赤：起動領域モニタＡ 

青：起動領域モニタＢ 

SRNM 

APRM 
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女川３号機 起動領域モニタ／平均出力領域モニタチャート（Ｃ系、Ｄ系） 

    0     25    50     75    100     125 ［％］ 

赤：平均出力領域モニタＣ 

青：平均出力領域モニタＤ 

14:46 地震発生・自動スクラム 

時 
 

間 

1:17 冷温停止 

H23.3.11 

添付資料－１５（２／４）

    10-1   10   101  102  103  104   105   106 ［CPS］ SRNM 

赤：起動領域モニタＣ 

青：起動領域モニタＤ 

APRM 
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女川３号機 起動領域モニタ／平均出力領域モニタチャート（Ｅ系） 

赤：平均出力領域モニタＥ 

     0     25    50     75    100     125 ［％］ 

時 
 

間 

14:46 地震発生・自動スクラム 

1:17 冷温停止 

H23.3.11 

添付資料－１５（３／４）

    10-1   10   101  102  103  104   105   106 ［CPS］ SRNM 

赤：起動領域モニタＥ 

APRM 
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女川３号機 起動領域モニタ／平均出力領域モニタチャート（Ｆ系） 

     0     25    50     75    100     125 ［％］ 

赤：平均出力領域モニタＦ 

14:46 地震発生・自動スクラム 

時 
 

間 

1:17 冷温停止 

H23.3.11 

添付資料－１５（４／４）

APRM 

    10-1    10   101  102  103  104   105   106 ［CPS］ SRNM 

赤：起動領域モニタＦ 
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女川３号機 原子炉水位チャート 

添付資料－１７ 

14:46 地震発生・自動スクラム 

1:17 冷温停止 

時 
 

間 

  0      1000    2000       3000      4000  4500 ［mm］ 

赤：原子炉水位（アップセット域）

青：原子炉水位（狭帯域） 
H23.3.11 
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女川３号機 原子炉水温度チャート

添付資料－１８ 

1:17 冷温停止 

14:46 地震発生・自動スクラム 

赤：ＰＬＲポンプ（Ａ）入口流量 

青：ＰＬＲポンプ（Ｂ）入口流量 

緑：ＰＬＲポンプ（Ａ）入口温度 

紫：ＰＬＲポンプ（Ｂ）入口温度 

H23.3.11 

     0   50   100   150    200   250  300  ［℃］ 

時 
 

間 
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女川３号機 使用済燃料プール水温度チャート 

添付資料－１９（１／２） 

1:17 冷温停止 

時 
 

間 

14:46 地震発生・自動スクラム 

紫：FPC ポンプ入口温度 

 0       20       40       60        80         100 ［℃］ 

H23.3.11 

使用済燃料プール水温度 
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  0       20       40       60        80         100 ［℃］ 

時 
 

間 
使用済燃料プール水温度 

紫：FPC ポンプ入口温度 

女川３号機 使用済燃料プール水温度チャート 

H23.3.12 

添付資料－１９（２／２） 
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添付資料－２０（１／１０）

女川３号機 スタック放射線モニタチャート（Ａ） 

14:46 地震発生・自動スクラム 

赤：スタック放射線モニタ（SCIN）（Ａ） 

青：スタック放射線モニタ（IC）（Ａ） 

時 
 

間 

    10-1    10   101   102   103   104   105   106 ［CPS］

H23.3.11 
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赤：スタック放射線モニタ（SCIN）（Ａ）

青：スタック放射線モニタ（IC）（Ａ）

 

時 
 

間 

     10-1    10   101   102   103   104   105   106 ［CPS］ 

H23.3.12 

添付資料－２０（２／１０）

女川３号機 スタック放射線モニタチャート（Ａ） 
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間 

赤：スタック放射線モニタ（SCIN）（Ａ）

青：スタック放射線モニタ（IC）（Ａ）

 

H23.3.12 

     10-1    10    101   102   103   104   105    106 ［CPS］ 

添付資料－２０（３／１０）

女川３号機 スタック放射線モニタチャート（Ａ） 
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  10-1    10    101   102   103   104   105    106 ［CPS］ 
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間 

赤：スタック放射線モニタ（SCIN）（Ａ）

青：スタック放射線モニタ（IC）（Ａ）

 

H23.3.13 

添付資料－２０（４／１０）

女川３号機 スタック放射線モニタチャート（Ａ） 
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赤：スタック放射線モニタ（SCIN）（Ａ）

青：スタック放射線モニタ（IC）（Ａ）

 

時 
 

間 

H23.3.13 

  10-1    10    101   102   103   104   105    106 ［CPS］ 

添付資料－２０（５／１０）

女川３号機 スタック放射線モニタチャート（Ａ） 
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間 

  10-1    10    101   102   103   104   105    106 ［CPS］ 

赤：スタック放射線モニタ（SCIN）（Ｂ）

青：スタック放射線モニタ（IC）（Ｂ）

 

H23.3.1１ 

14:46 地震発生・自動スクラム 

添付資料－２０（６／１０）

女川３号機 スタック放射線モニタチャート（Ｂ） 
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女川３号機 スタック放射線モニタチャート（Ｂ） 

時 
 

間 

赤：スタック放射線モニタ（SCIN）（Ｂ）

青：スタック放射線モニタ（IC）（Ｂ）

 

H23.3.12 

  10-1    10    101   102   103   104   105    106 ［CPS］ 

添付資料－２０（７／１０）
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赤：スタック放射線モニタ（SCIN）（Ｂ）

青：スタック放射線モニタ（IC）（Ｂ）

 

時 
 

間 

  10-1    10    101   102   103   104   105    106 ［CPS］ 

H23.3.12 

添付資料－２０（８／１０）

女川３号機 スタック放射線モニタチャート（Ｂ） 
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赤：スタック放射線モニタ（SCIN）（Ｂ）

青：スタック放射線モニタ（IC）（Ｂ）

 

  10-1    10    101   102   103   104   105    106 ［CPS］ 

H23.3.13 
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間 

添付資料－２０（９／１０）

女川３号機 スタック放射線モニタチャート（Ｂ） 
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間 

  10-1    10    101   102   103   104   105    106 ［CPS］ 

赤：スタック放射線モニタ（SCIN）（Ｂ）

青：スタック放射線モニタ（IC）（Ｂ）

 

H23.3.13 

添付資料－２０（１０／１０）

女川３号機 スタック放射線モニタチャート（Ｂ） 
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No. 号機 建屋 管理区域 件名

1 1号機 原子炉建屋 内 燃料交換機入出力装置の破損

2 1号機 原子炉建屋 内 ほう酸水貯蔵タンク水位指示回路不良

3 1号機 原子炉建屋 内 主蒸気逃がし安全弁（Ｃ）　リミットスイッチの接点不良

4 1号機 原子炉建屋 内 制御棒駆動系ハウジング支持金具サポートバーのずれ

5 1号機 原子炉建屋 内 原子炉格納容器内遮へい扉　留め具の外れ

6 1号機 原子炉建屋 内 天井クレーン運転席鋼材等の損傷

7,8 1号機 制御建屋 外 １２５Ｖ直流電源系の地絡（計２件発見）

9 1号機 制御建屋 外 モニタリングポスト（チャンネル６）　モジュールの故障に伴う指示不良

10 1号機 タービン建屋 内 高圧電源盤の焼損

11 1号機 タービン建屋 内 起動用電源盤６－１Ｓ遮断器の投入不可

12 1号機 タービン建屋 内 母連しゃ断器５２－６－１ＳＡの制御電源喪失

13～
16

1号機 屋外 外 変圧器避圧弁の油面変動に伴う動作（計４件発見）

17 1号機 屋外 外 １号機放水口モニターの津波による浸水および破損

18 1号機 屋外 外 １号機放水口モニター（試験運用機）の津波による浸水および破損

19,20 2号機 原子炉建屋 内
地下１階電動ステップバック遮へい扉の施錠装置の破損　（計２件発
見）

21 2号機 原子炉建屋 内 原子炉格納容器内遮へい扉　留め具の変形

22 2号機 原子炉建屋 内 制御棒駆動系ハウジング支持金具サポートバーのずれ

23 2号機 原子炉建屋 内 天井クレーン運転席鋼材等の損傷

24,25 2号機 制御建屋 外 １２５Ｖ直流主母線盤の地絡　（計２件発見）

26 2号機 タービン建屋 内 蒸気タービン中間軸受箱の基礎の損傷

27～
33

2号機 屋外 外 変圧器避圧弁の油面変動に伴う動作（計７件発見）

34 2号機 屋外 外 ２号機放水口モニターの津波による浸水および破損

35 2号機 屋外 外 起動用変圧器放熱器油漏れ

36 3号機 原子炉建屋 内 燃料交換機の配線ケーブルの脱線

37 3号機 原子炉建屋 内 燃料交換機室内の地上操作卓落下

38 3号機 原子炉建屋 内 燃料取替エリア放射線モニタ（A）記録計の指示不良

39 3号機 原子炉建屋 内 原子炉格納容器内遮へい扉　留め具の変形

40 3号機 原子炉建屋 内 使用済燃料プールにおけるゲート押さえの脱落

41 3号機 原子炉建屋 内 使用済燃料キャスクピットにおけるゲート押さえの一部脱落

42 3号機 原子炉建屋 内 高圧炉心スプレイ系圧力抑制室吸込弁　自動での全開動作不能

43 3号機 原子炉建屋 内 制御棒駆動系ハウジング支持金具サポートバーのずれ

44 3号機 原子炉建屋 内 天井クレーン走行部等の損傷

45～
48

3号機 原子炉建屋 外 １２５Ｖ直流主母線盤の地絡　（計４件発見）

49 3号機 タービン建屋 内 蒸気タービン中間軸受箱の浮き上がりについて

50～
52

3号機 屋外 外 変圧器避圧弁の油面変動に伴う動作（計３件発見）

53 3号機 屋外 外 ３号機放水口モニターの津波による浸水および破損

54 共用 屋外 外 牡鹿１号線避雷器の損傷

55 共用 屋外 外
当社モニタリングステーション（４局）の停電および伝送回線停止に伴う
欠測

56 共用 屋外 外 海水温度モニタリング装置の津波による破損に伴う全局欠測

※これまでに確認された，３．１１地震およびその余震による被害

女川原子力発電所　主要設備被害状況リスト

添付資料－２１
（１／３）
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１．主要な設備等の被害例

No.2 No.3

No.5,21,39 No.6,23

No.9 No.10

No.11 No.12 No.13～16,27～33,50～52

No.17,18,34,53 No.19,20 No.26

No.35 No.36 No.37

No.4,22,43

No.1

No.7,8,24,25,45～48

添付資料－２１
（２／３）
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No.38 No.40,41 No.42

No.44 No.49 No.54

No.55 No.56

２．その他設備の被害例

舗装道路陥没 使用済み燃料プールへの異物落下

燃料交換機制御室の窓ガラス割れ

天井化粧板の脱落 地盤沈下 ﾀｰﾋﾞﾝ建屋ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ外れ

    放射性雑固体廃棄物ﾄﾞﾗﾑ缶転倒

添付資料－２１
（３／３）
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女川原子力発電所 水漏れリスト 

 

全て拭き取り作業および必要に応じ除染を実施済。 

号機 建屋 エリア 
漏えい量

(ℓ) 

放射能量

(Bq) 
備考 

原子炉建屋 5階 ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾌﾛｱ(燃料ﾌﾟｰﾙ) 0.23 5.7×101 管理区域 

原子炉建屋 4階 階段 0.15 ND 管理区域 

炉心ｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟ(Ａ)室 0.5 6.2×102 管理区域 

残留熱除去系(A),(C)室 0.5 2.2×102 管理区域 原子炉建屋地下 2階 

原子炉隔離時冷却系ﾎﾟﾝ

ﾌﾟ室 
0.5 ND 管理区域 

ﾋｰﾀｰﾄﾞﾚﾝﾎﾟﾝﾌﾟ室 220 ND 管理区域 

復水回収ﾀﾝｸ室 1040 ND 管理区域 

復水ﾎﾟﾝﾌﾟ室 320 ND 管理区域 

１号機 

ﾀｰﾋﾞﾝ建屋地下 2階 

復水器室(3 箇所)， 

ｺｰﾙﾄﾞｻﾝﾌﾟ室 

約 1300 

(合計) 
ND 管理区域 

原子炉建屋 3階 ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾌﾛｱ(燃料ﾌﾟｰﾙ) 0.22 2.1×10２ 管理区域 

原子炉建屋地下 1階 
原子炉再循環系可変電圧

可変周波数制御装置室 
0.02 ND 非管理区域

補機冷却系熱交換器室 
1,900k 

(海水) 
ND 非管理区域

２号機 

原子炉建屋地下 3階 
残留熱除去系(B)室 

(2 箇所) 
11 ND 管理区域 

原子炉建屋 3階 ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾌﾛｱ(燃料ﾌﾟｰﾙ) 3.14 2.7×103 管理区域 

ｻｰﾋﾞｽ建屋 3階 加湿器廻り 0.5 ND 非管理区域

熱交換器建屋地下 1階 
高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ系補機 

冷却系熱交換器脇 

9.1 

(海水) 
ND 非管理区域

熱交換器建屋地下 2階 補機冷却系熱交換器室 
246 

（海水） 
ND 非管理区域

３号機 

熱交換器建屋地下 3階 配管ｽﾍﾟｰｽ 
3,800 

（海水） 
ND 非管理区域

ｻｲﾄﾊﾞﾝｶ建屋 3階 ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾌﾛｱ(貯蔵ﾌﾟｰﾙ) 3.1 5.1×103 管理区域 
共用 

設備 
ｻｲﾄﾊﾞﾝｶ建屋 2階 消火ﾎﾟﾝﾌﾟ室(消火水槽) 0.5 ND 管理区域 
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女川原子力発電所における平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震時に取得された地震観測記録の分析結果の概要 
 

1．地震観測記録の分析結果 

  平成 23 年 3月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震により取得された女川原子力発

電所の原子炉建屋および敷地地盤における地震観測記録を分析した。 

 

（1）原子炉建屋における観測記録 

原子炉建屋には、保安確認用地震計と建屋

観測用地震計を設置している。建屋観測用地

震計で得られた観測記録の最大加速度値は、

基準地震動 Ss※1 による最大応答加速度値を

一部上回っているものの、ほぼ同等となって

いることを確認した（図-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）敷地地盤における観測記録 

女川原子力発電所で

は、図-2 に示す位置で

地盤の地震観測を行っ

ている。解放基盤相当位

置（O.P.-8.6m）の観測

記録は、一部の周期帯

（周期 0.5 秒付近）にお

いて基準地震動 Ss を上

回っているものの、ほぼ

同等であることを確認

した（図-3）。 

 

 

2．基礎版上の観測記録を用いた地震応答解析結果 

今回の地震による原子炉建屋耐震壁の変

形（最大応答せん断ひずみ）や各階毎の耐

震壁に作用したせん断力を概略評価するた

めに、基礎版上の観測記録を用いた地震応

答解析を実施した（図-4）。 

 

（1）最大応答せん断ひずみの確認 

地震応答解析の結果、最大応答せん断ひずみは評価基準値※2以下であることを確認

した（表-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 （2）各階毎の耐震壁に作用したせん断力の確認 

地震応答解析の結果、各階毎の耐震壁に作用したせん断力は鉄筋の弾性範囲で負担

できる各階毎のせん断力（弾性限耐力）を下回っていることを確認した（図-5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．まとめと今後の対応 

女川原子力発電所における今回の地震の観測記録を分析した結果、基準地震動 Ss を

一部上回るものの、ほぼ同等であった。また、観測記録を用いた地震応答解析の結果、

今回の地震によっても原子炉建屋の機能が維持されていることを確認した。 

今後、敷地地盤の地震観測記録を基準地震動 Ss と同じ条件とするため、地震計の上

部地盤の影響を取り除くはぎとり解析を実施するとともに、各施設に対して地震の影響

を考慮した詳細点検および既に実施済の耐震裕度向上対策を踏まえた評価を実施して

いく。 

図-5 原子炉建屋の各階毎の耐震壁に作用したせん断力の確認 

  解析結果 評価基準値※2 （参考）基準地震動 Ss

NS 方向 0.36×10-3 0.65×10-3 
女川 1号機 

EW 方向 0.35×10-3 0.56×10-3 

NS 方向 0.49×10-3 1.15×10-3 
女川 2号機 

EW 方向 0.28×10-3 0.55×10-3 

NS 方向 0.81×10-3 0.99×10-3 
女川 3号機 

EW 方向 0.18×10-3 

2.0×10-3 

0.41×10-3 

図-4 基礎版上の観測記録を用いた地震応答解析の概要 

基礎版上の観測記録 
から算定した入力波 

表-2 原子炉建屋耐震壁の最大応答せん断ひずみ 

女川 1号機 女川 2号機 女川 3号機 

せん断力（×103kN） 

0    500   1000  1500  2000

せん断力（×103kN） 

0     1000    2000    3000 

せん断力（×103kN） 

0     1000    2000    3000 

屋上
O.P.61.575m

5階
O.P.44.7m

1階
O.P.15.0m

基礎版上
O P 2 3m

屋上
O.P.50.5m

3階
O.P.33.2m

1階
O.P.15.0m

基礎版上
O P 8 1m

屋上
O.P.50.5m

3階
O.P.33.2m

1階
O.P.15.0m

基礎版上
O P 8 1m

屋根
O.P.61.575

5 階
O.P.44.7m

1 階
O.P.15.0m

基礎版上
O.P.2.3m

屋根
O.P.50.5m

3 階
O.P.33.2m

1 階
O.P.15.0m

基礎版上
O.P.-8.1m

屋根 
O.P.50.5m 

3 階 
O.P.33.2m 

1 階 
O.P.15.0m 

基礎版上 
O.P.-8.1m 

解析結果（NS方向） 
弾性限耐力（NS方向）
解析結果（EW方向） 
弾性限耐力（EW方向）

※3

※3：比率（解析結果／

弾性限耐力）の最大値

女川 1号機：0.88 

女川 2号機：0.66 

女川 3号機：0.59 

※4 

図-2 敷地地盤の地震計設置位置図 

 NS 方向 EW 方向 UD 方向

トーラス室 503.0 567.5 316.5 

CS(B)室 556.9 566.9 345.1 

表-1 保安確認用地震計の最大加速度値 

（単位：Gal）

 

※4

屋上
O.P.61.575m

5階
O.P.44.7m

1階
O.P.15.0m

基礎版上
O.P.2.3m

屋上
O.P.50.5m

3階
O.P.33.2m

1階
O.P.15.0m

基礎版上
O.P.-8.1m

（Gal）

屋上
O.P.50.5m

3階
O.P.33.2m

1階
O.P.15.0m

基礎版上
O.P.-8.1m

（Gal） （Gal）
0        1000      2000     3000    4000 0        1000      2000     3000    4000 0       1000      2000     3000    4000

女川 1号機 女川 2号機 女川 3号機 
加速度 加速度 加速度

基準地震動Ss-D応答（NS方向）
観測記録（NS方向） 
基準地震動Ss-D応答（EW方向）
観測記録（EW方向） 

（女川1号機屋上（NS方向）の観測記録は、
最大設定値を超えているため参考値）

図-1 原子炉建屋の最大加速度分布 

※1 女川原子力発電所における基準地震動 Ss-D（最大加速度：580Gal） 

※2 評価基準値は、日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術規程（JEAC4601-2008）」に定められており、 
鉄筋コンクリート造耐震壁の終局せん断ひずみに 2倍の安全率を持たせたもの。 

以 上
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基準地震動Ss-F 
O.P.-8.6mの観測記録（NS方向）
O.P.-8.6mの観測記録（EW方向）

図-3 観測記録の応答スペクトル 

（岩盤中：解放基盤相当） 
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速
度
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2011年3月11日潮位記録（女川）
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最大値 O.P. ＋約１３ｍ※１

測定レンジ超過

女川原子力発電所における平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震による津波の概要 

 

 
1．津波の調査結果 

（1）潮位観測結果 

   潮位計で観測された津波の高さはＯ．Ｐ．＋約１３ｍ※１であった。（図-1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

（2）痕跡調査結果 

   痕跡調査の結果、敷地海側の一部に

海水の浸入痕を確認した。（図-2） 
  
2．まとめ 

女川原子力発電所の潮位計で観測された

津波の高さは、Ｏ．Ｐ．＋約１３ｍ※１であ

り、敷地高さ（Ｏ．Ｐ．＋約１３．８ｍ※１）

を超えていないことを確認した。なお、敷

地海側の一部に海水の浸入痕が認められた

が、主要な建屋には到達していない。（図-3） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
 

 
 

▼O.P. ＋約１３m※１

▼O.P. ＋９．１ｍ
設置許可記載の津波高さ

敷地海側の一部に海水の浸入痕あり

痕跡調査

潮位計の観測記録
▼敷地高さ O.P. ＋約１３．８ｍ※１

主要な建屋の配置エリア

●
潮位計

（主要な建屋に到達していないことを確認）

図-2 痕跡調査結果 

図-1 潮位計により観測された水位時刻歴 

凡　例
　　　 海水の浸入痕が認められる位置
　　　 主要建屋が設置されている敷地

１号機

２号機

３号機

200m

（O.P. 女川の基準面であり、東京湾平均海面－0.74m） 

図-3 女川原子力発電所における津波の状況 

●潮位計

観測位置図

200m

発電所

※１ 今回の地震発生後に公表された国土地理院による女川発電所周辺の地殻変動（－約 1m）を考慮した値。
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女川原子力発電所における東北地方太平洋沖地震時の津波被害に関する考察 

 

 

女川原子力発電所では，平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地

震およびその後に発生した大津波の襲来を受けたが，通常運転中の１，３号機

および起動中の２号機の全号機を冷温停止状態にすることができた。これは，

以下のとおり原子力発電所の設計，保守，運転管理が総合的に機能した結果で

あると考えている。 

 

１．地震に対する考察 

 以下の理由から，原子炉緊急停止機能が健全に機能したことにより，東北

地方太平洋沖地震発生の際にも原子炉が安全に自動停止したものである。 

 

 止める，冷やす，閉じ込めるといった安全上重要な設備については，耐震

Ａｓ，Ａクラスに位置づけ，設計用最強地震（Ｓ１），設計用限界地震（Ｓ

２）に耐えられるよう設計している。 

 その後の耐震指針改正を受け，より厳しい基準地震動 Ss にも耐えられる

よう，保守管理として耐震補強工事を実施している。 

 上記設計は安全余裕を考慮したものとなっている。 

 

２．津波に対する考察 

 以下の理由から，１号機および３号機については，津波による非常用補機冷

却系を含む非常用設備の被害は発生しなかった。 

 

①主要設備が設置されている敷地高さ（O.P.+13.8m※）は設置許可記載の津波

高さに対しても十分高い設計となっている。 

 ②非常用補機冷却海水ポンプを設置する海水ポンプ室（１，２号）および海

水熱交換器建屋（3号）も，同じ敷地高さ（O.P.+13.8m※）に設置しており，

津波による被害が発生しないよう設計されている。なお，ポンプ自体は揚

程を押さえるために，海水ポンプ室（1,2 号機）および熱交換器建屋（3号

機）内の敷地高さより低いレベル（地下）に設置している。  

③非常用補機冷却海水ポンプは，取水路からの海水の流入により機能を喪失

しないようポンプ基礎部等については適切な止水が施されている。 

 ④放水路に関しては，敷地高さより高レベルの配管から放水することとして

おり，逆流はしない設計となっている。 

 ⑤１号については，放水立坑とトレンチの間に設置している水密壁について，

津波の逆流を考慮し，運開後にアクリル板から鋼鉄製への取替工事を実施

し，信頼性の向上を図っている。 
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 ⑥３号の非常用補機冷却海水ポンプは，海水熱交換器建屋の独立した部屋に

設置されており，床面等に適切な止水がなされており，海水の浸水はなか

った。 

⑦今回の地震後に公表された国土地理院による女川原子力発電所周辺の地殻

変動を考慮しても，来襲した津波（潮位系の観測記録によれば O.P.＋約 13

ｍ※）が敷高を越えることはなかった。 

 

２号機については， RSW ポンプ（B）（D）エリアに設置した循環水ポンプ自動

停止用の水位計貫通部の止水設計が不十分であったため，この貫通部より海水

が浸入し，RSW ポンプ（B）（D）が水没した。 

また，RSW ポンプ（B）（D）エリアに浸水した海水は，RSW（B）系トレンチを

通して原子炉建屋（非管理区域）内の RCW（B）熱交換器室，および HPCW 熱交換

器室に達し，これらの部屋の中にある RCW ポンプ（B）（D），および HPCW ポンプ

が水没した。 

これにより，非常用補機冷却系統のうち，原子炉補機冷却系（B）系および高

圧炉心スプレイ補機冷却系の２系統が機能喪失となったが，原子炉補機冷却系

（A）系が健全であったため，自動停止後の原子炉を問題なく冷温停止すること

ができた。 

原子炉補機冷却系（A）系が健全であったのは，以下の理由によるものと考え

られる。 

 

⑧溢水，火災等により全ての非常用設備が同時に機能喪失することのないよ

う，設備区分を設け，独立性を有するよう配置するなどの設計上の考慮を

している。 

⑨RSW ポンプ（A）（C）エリアと RSW ポンプ（B）(D)エリアは水密扉付きの壁

で仕切られた独立した構造，配置となっているため，水没した RSW ポンプ（B）

(D)エリアの浸水が他のエリアに拡大しなかった。 

⑩ＲＳＷ（B）系トレンチを通じて原子炉建屋(非管理区域)内に流れ込んだ海

水に対しても，非常用補機冷却淡水ポンプ（RCW（A）（C），RCW（B）（D），HPCW）

が独立したエリアに配置されていたため同時に浸水することなく，RCW ポン

プ（A）（C）室が水没を免れた。 

 

  ※ 今回の地震発生後に公表された国土地理院による女川原子力発電所周辺の地殻変

動（－約１ｍ）を考慮した値。 
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